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I 緒 言

現代産業社会は技術革新下にあり､現代労働者

にとっては労働形態､労働態様が大きく変貌して

きてJいる｡とくに､熟練労働部門での､労働の質

†の変化は激しい｡大方の熟練労働は崩壊し､コン

ピューターの端末を操作する単純労働にとって変

わられている｡労働負担でいえは､肉体的負担労

働から精神 ･神経負担労働に変わった｡また､技

術革新とは､単純に新しい機械やシステムに置き

換わるだけではなく､労働そのものの質がかわり

以前の職場や仕事がなくなってしまうことでもあ

る｡

私は､この10余年問に新聞労働者の健康管理の仕

事に携わるなかで､新聞労働者の労働過程が大きく

転換していく流れを観察する機会に恵まれた｡技術

革新のもとで印刷の主流であった活版印刷が新聞

紙面作成工程からなくなり､コンピューターによ

る紙面作成工程に激変していく過程をみてきた｡

すなわち､印刷の象徴ともいえる活字が､印刷工

程から姿を消していく歴史的瞬間に立ち会ったの

である｡

そして､この労働の変化のなかで労働者の健康

問題も大きく変わっていき､これにどのように対

処していくかについて考える枚会を与えられた｡

労働の変化に対応した､労働者の健康管理のある

べき形態を模索してきた｡健康や病気と社会との

関係を研究する保健 ･医療社会学者として､この

体験を科学的に分析し記録にしておく重要性に気

付表 .2-8 健康感･疲労感と他指標との相関分析マ

トリックス

付表 .2-9 保健行動と他指標との相関分析マトリッ

クス

付表 .2-10 各指標と所属部局別の相関分析マトリッ

クス

図m4- 1 科学･技術確信による労働の変化と健康

問題の変容

図皿.4-2 VDT健康診断実施モデル

図 皿.4- 3 N新聞社VDT健診二次健診(1988･9)

受診者の指標関連

図Ⅳ.21 1 労働者の健康生活環境モデル

ーづいた｡

本研究の意義としては､次の五点にまとめられ

る｡第-は､印刷工の職業病である鉛中毒が､新

聞制作の現場から技術革新によってなくなりつつ

あることを記録する社会的 ･歴史的な意義がある｡

第二は､技術革新は､古典的ともいえる鉛中毒を

印刷職場から追放したが､新たに精神 ･神経疲労

と精神ストレス関連の労働者の健康破壊をもたら

していることを実証的に提起する意義がある｡第

三は､労働と健康問題との関わりについて､発生

原因からみても病像や病態からみても､今日的に

は特殊な状態としてではなく日常的かつ一般的な

状況で現れてきていることを証明し､健康管理に

ついてもパラダイムの転換が要求されていること

を問題提起する意義がある｡第四に､労働者の中

･高齢化にともなう健康問題を分析して､現代労

働者の健康管理の在 り方について保健社会学的視

点から問題提起するという意義がある｡そして､

第五は､健康被害を受ける労働者の問題解決行動

に視座をおいて観察すると､人間の生命と健康に

係わる社会および生活問題としての健康問題の解

決に､労使関係という社会関係のなかで労働者の

｢組織的な保健行動｣の果たす役割の重要性が浮

き彫 りになる｡このことを実証的に､問題提起す

る意義がある｡

本研究の成果として､五つの課題についてはN

新聞社の事例をとおして実証的に問題提起できた
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と考えている｡今後の課題としては､拙論が新聞

労働者以外にも､一般化できるかどうかを検証す

ることが必要である｡′

また､本論は現代労働者の健康破壊構造の解明

の序説的な意味をもっている｡さらに､健康問題

-の保健 ･医療社会学的アプローチの試論として

の意味をもっている｡保健 ･医療社会学は､社会

生活の根源としての生命と健康の社会関係につい

て社会科学的法則を明らかにし､人間発達の実践

課題をバックアップする学問領域である｡この意

味で､本論は､健康問題解決と健康問題発生予防

の保健社会学的実践に10年間にわたってとりくん

だ論者のフィールドワーク記録でもある.

Ⅱ 研究の方法と対象

1.1.調査対象

S病院健診センターと論者も参加して過去10

余年にわたって健康診断の実施を担当しデータの

保存状態が比較的よく､この間に技術革新による

新システム導入を図ったN新聞社東京本社 (従業

員数- 860人, 1987.7. 1現在)を選定した｡

表1-1 N新聞社固定給の従業員数､平均年齢､
平均勤続年数の推移

年 次(LI.1現在) 従 業 員 数 平埼年齢 平均勤続年数本社 男 女 総計

1976年 人 人914 人 人 読33.9 午1,017 103 1,707 10.1

81 864 817 47 1,399 39.0 16.0

82 854 811 43 1,380 40.5 17.1

85 815 781 34 1,332 41.8 18.3

86 817 778 39 1,339 42.2 19.3

87 828 783 45 1,345 42.4 19.5

資料出所 :各年度版 ｢N新聞労働組合定期大会
議案書｣より作成

Ⅰ.2.調査方法
調査方法は､S病院健診センターに保管されて

いるN新聞社東京本社の､一般定期健康診断結果
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票 (1976-1986年),鉛特殊健康診断結果票 (1976

-1986年),頚肩腕障害特殊健康診断結果票 (1976

-1986年),VDT特殊健康診断結果票(1985-1986

年)を資料とし､男性を対象として分析し､考察

した ｡

定期健康診断結果票については､ 1976-1986年

の全データと1982- 1986年の自覚症状等問診用

質問票のデータおよび VDT特殊健康診断結果票

(1985- 1988年)の全データと自覚症状等問診

用質問票のデータを論者が整理 ･作成し､コンピ

ューターに入力して分析した｡

さらに､1985年には調査票を全従業員に配票し､

同年 5月の春季一般定期健康診断時に回収した自

記式配票質問紙調査によるF技術革新下における

労働生活と健康管理に関する調査 』をおこなった｡

1985年春季定期健康診断の受診者数は813人で､

回収できた調査票は475件であった｡回収率は､

58.4%である｡ 分析にあたって､健康診断結果

とあわせてコソピューターに入力し分析した｡女

性は少数なので､分析対象からは除外して有効サ

ンプル数は453件となった｡

また､健康診断時に労働者,労働組合の幹部,

会社の労務担当者と論者が直接面接し､聴きとり

調査により資料の補完をした｡

刀.3.調査対象の概要

甘･3.1. N新聞社の概要

N新聞社は､日刊の工業専門紙を発行する新聞

社である｡従業員総数は､ 1987年7月現在で1.413

人である｡新聞の発行の他､工業､FA､OA関

連の専門雑誌と書籍の発行も行っている｡さらに､

研修事業やデータ･ベースの販売事業にも営業を

拡大している｡

l･3.2. 従業員数と平均年齢 ･平均勤続年数の

推移

従業員数､平均年齢､平均勤続年数の推移は､

表Ⅰ-1に示した｡1976年では平均年齢が33.9歳

であったが､1987年では42.4歳となっている｡こ

れは､N新聞社の従業員の中高齢化が確実に進展

していることを示している｡経営危機のため､新

規採用が数年間ほとんどないという状況があった

ことも影響して､中高齢化が一層進んだ｡



Ⅰ･3.3. N新聞社の技術革新と労働過程の変化

新聞紙面の制作工程の主流は､つい最近まで活

版印刷であった｡活版印刷の工程は､1440年頃に

JohannesGutenbergが当時開発されていた活字

鋳造,インキの製造,印刷機械,給紙法等の技術

を組み合わせて活版印刷の技術を開発したところ

から始まった｡わが国の新聞印刷工程も､1964年

前後より技術革新の洗礼を受け作業形態が変化し

てきた｡活版職場では､自動活字鋳造機の導入に

よるモノタイプ化や写真植字機､鉛版自動鋳込機

などの枚械化が進んだ｡また印刷職場では､高速

輪転機の導入で印刷のスピード･アップが図られ､

急速な情報社会化の潮流と対応した紙面の増ペー

ジによる労働負担の増大などがあった｡コンビュ｣

クーと連動させると全自動化できるような最新式

の機械と､手拾い採字で植字する古い工程とが混

在する紙面制作工程になった｡そして､コンピュ

ーター化-のシステム開発が模索されるなかで､

いずれは新聞制作の工程から鉛職場が完全に消え

ていくという潮流となってきた｡

ここで､N新聞社の技術革新の概略を年代を追

ってあとづけておく｡N新聞社は､1945年11月に

設立された.51年､ 6/9写真製版設備完成､9/1

紙面4ページ建となる｡しかし､同年に本社社屋

が全焼｡52年 1月に写真製版工場完成､12/1紙

面が8ページ建となり､12/17輪転機設置｡54年､

1/1紙面12ページ建となる｡61年､6/1工務局モ

ノタイプ10台導入｡66年､4/1ファクシミリで大

阪印刷発行が始まる｡68年､8/8社内コンピュー

ター研究委員会設置､ 8/20紙面20ページ建とな

る｡69年､ 8/23電算委員会設置｡70年､4/1電

算室設置｡71年､8/発送カウンタースタッカー

設置｡72年､ 8/17東京～福岡ファクシミリ開通｡

73年､4/CTS化検討を公表｡77年､ 1/25労働安

全衛生委員会設置｡78年､2/1CTS確認書調印､

編集ファクシミリ導入合意｡79年､1/CTS委員会

がべ-ジアップ実験を開始､ 4/23手動式モノタイ

プを全廃してさん孔横と全自動モノタイプに置き換

え､7/6CTS協定調印､10/2CTS労働条件 ･移行

覚書調印､1シ/7工程変更覚書調印｡80年､ 2/18

CTSの後工程が鉛版から樹脂版印刷に完全移行し

この工程では鉛作業がなくなった､8/21｢見出し

のベーパー化｣■,実験開始､10/28｢見出しのペー

パー化｣広告部門移行､ll/1CTS工場建設計画確

認書調印､ll/17｢E出しのべ-パー化｣編集部門

段階移行開始｡82､8/10ページの一部CTS化で活

版との並行紙面制作となった｡83年､4/24カラー

製版開始｡85年､7/17CTS総合テスト開始｡86年､

3/4全紙面CTS化となり紙面制作工程から鉛作業

が完全になくなった｡

このように､技術革新のもとで労働手段が変化

してきた｡このことで労働過程における健康破壊

の様相も､大きく変化してきた｡活版と鉛版によ

る紙面制作工程の時代には､鉛中毒の健康破壊と

重量物取 り扱いのために背腰痛に悩まされた｡活

字鋳造と植字が自動化された全自動モノタイプが

導入されると､鉛作業で鉛中毒､テープさん孔作

業で頚肩腕障害の発症が問題となった｡写植やコ

ソピューターの導入では､昏肩腕障害の発症が問

題化した｡そしてついに､CTS(ColdType-Sett-

1ngSystelnOrColnputerizedType-SettingSys-

tem)化により活字が新聞制作工程から完全に姿

を消した｡この今日的段階では､鉛中毒の危険か

らは解放されたがVDT(VisualDisplayTerminal)

労働による健康障害の危険に曝されることになっ

た｡

科学技術革新に伴う労働の変化として特徴的な

ことは､鉛活字 ･鉛版による活版印刷からコンピ

ューター･システムによる採字 ･組版と樹脂版に

よる刷版という印刷工程に変化したことが指摘さ

れる｡新聞制作工程が､ホット･タイプ ･システ

ムからコールド･タイプ･システム(cワs)へと変

わった｡これが､新聞産業のいわゆるCTS革命で

ある｡N新聞社では､1974年よりCTS化の検討が

開始され､N-CESというシステムを開発 した｡

1985年の段階で日刊紙発行紙面の半分を活版印刷

し､残り半分をCTSによって制作するといった段

階的な移行を行なった｡1986年3月より全面的な

CTS化による紙面制作に移行し､活版印刷の工程

が完全になくなった｡

Ⅱ･3.4. N新聞社の職場の概要

本論では､職場の特性を考慮し､1.工務局 (1986

年に制作局と改称)､2･ 編集局､3･ 販売局,

事業局,出版局,業務局､ 4･総務局,経理局,

その他､の四つのセクションに分類して検討に用
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いた｡

1. 工務局 (-制作局)

工務局は､活版部,写真製版部,印刷部で構成

されている｡活版郡は､鋳造,モノタイプ,文選,

組版,校閲などの業務を担当していた｡1986年よ

り活版部はなくなって入力部となり､パネル型ペ

ンタッチ入力方式によるVDT作業が中心となっ

た｡職場は､工場からオフィスにと大きく変貌し

た｡労働としては､鉛を扱う仕事からコンピュー

ター入力を主体とした仕事に労働内容と労働態様

ともに変化した｡写真製版部では､製版と地方局

との情報 (ファクシミリ)送受信業務等を行って

いる｡印刷部は､輪転機を動かす印刷と電気保全

部門に分かれている｡学歴では､中学卒が3割,

高校卒が6割を占めている｡工務局は､ブルー･

カラー層である｡技術革新は､たんに技術が新し

いものとおきかわるだけではなく､それまで存在

していた熟練労働が崩壊し労働の質が変わってし

まうのである｡その典型例が､この職場にみられ

る｡1987年7月現在で､ 198人 (男- 197,女-

1)が在籍している｡

2. 編集局

編集局は､取材記者,編集記者を主体として構

成されており､写真部員もここに所属している｡

学歴では､大学卒が9割を占めている｡ホワイト

カラー層である｡

大きな技術革新がみられない､職場である｡1987

年7月現在で､ 165人 (男- 161,女-4)が在

籍している｡

3.販売局,事業局,出版局,業務局

新聞の販売拡充業務,書籍や雑誌の編集 ･出版 ･

販売,セミナー･講演 ･教育 ･研修などの企画事

莱,在庫管理や発送業務などを担当している｡学

歴では､中学と高校卒が1割で､大学卒が8割を

占めている｡ここは､編集局とは趣が異なるがホ

ワイト･カラー層が主体で､ブルー ･カラー層も

混じったセクションである｡大きな技術革新はな

いが､ノルマが過大になってきた職場である｡t1987

年7月現在で､305人 (男- 289,女- 16)が在

籍している

4.総務局,経理局,その他

このセクションは､大学卒が7割を占めるいわ

ゆる事務系のホワイト･カラー眉の集団である｡
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1987年 7月現在で､ 139人 (男- 115,女- 24)

が在籍している｡

Ⅲ･調査結果と考察

臥1. 科学 ･技術革新による労働

の変化と健康問題

皿･1.1.活版印刷時代の鉛中毒問題

まず､鉛の暴露状況と鉛特殊健康診断の結果を

検討してみる｡

表皿･1- 1に､職場別鉛暴露体験者数を示した｡

これは､1985年のF技術革新下における労働生活

と健康管理に関する調査 』の結果である｡全体で

は40%のものが,鉛暴露体験をもっていた｡職場

では､工務局に所属するものの79.9%が鉛暴露体

験をもっており､体験者全体の70%がこの職場に

集中していた｡ついで鉛暴露体験の多いのは､編

集局で33.8%を占めていて､体験者全体の12.1%

であった｡体験者全体の14.9%が 販売 ･事業 ･

出版の職場に属している｡経理 ･総務 ･他の職場

では､体験者全体の2.2%であった｡

表Ⅱ･1-1 職場別,鉛暴露体験者数
(1985年調査 )

職 場 N 鉛暴露体験

0.全 体 人 % ^ % %453 100.018140.0(100.0)

1. 工務局 159 100.012779.9(70.2)

2. 編集局 65 1(泊.0 2233.8(12.1)

3.販売 .事業 .出版 169 100.0 2716.0(14.9)
4.経理 .総務 .他 - 53 100.0 4 7.5( 2.2)

表皿･1-2に､鉛特殊健診年次別,受診状況と

判定結果の推移を示した｡75年の健診時には､｢要

治療者が37.9%であった｡76年では､17.9%に下

降し､80年には2.3別こなった｡70年より労働組

合主催の鉛自主健診が取 り組まれ､ ｢要治療者｣

の主な人たちは排鉛治療などが開始されていた｡



73年12月と74年 1月の2日間かけて会社,労働組

令,産業医,健診実施医療機関の四着が協力して

実施し､ 339人が受診している｡その結果は､｢要

治療｣が138人 (40･7%),｢経過観察｣が 173
人 (51.0%)であった｡また､環境改善の努力も

健診の実施に並行してすすめられた｡この背景の

もとで､鉛中毒診断判定のクライテリアが緩和

されていった｡この成績は､こうした鉛中毒問題

の鎮静化の経過と一致している｡また､80年で受

診者数が減少し､さらに87年には75年時の25別こ

激減した｡これは､N新聞社では鉛作業職場が83

年から縮小を始め､86年3月には鉛作業職場が完

全に無くなったことによる｡

表皿.1-2 銘特殊健診年次別受診状況および健診結果

年 次 対象者 受診者 異常無 .要観察 要 精 密 要 治 療
人 人 人 % 人 % 人 %

1975年 - 346 215 62.1 0 0.0 131 37.9

76 - 320 261 81.6 2 0.6 57 17.8

77 - 304 254 83.6 5 1.6 45 14.8

78 l 314 301 95.9 0 0.0 13 4.1

79 - 322 302 93.8 2 0.6 18 5.6

80 - 302 291 96.4 4 1∴3 7 2.3

81 - 261 253 96.9 2 0.8 6 2.3

82 - 203 193 95.1 6 3.0 4 2.0

83 189 184 181 98.4 1 0.5 2 1.1

84 181 172 156 90_7 14 8.1 2 1.2

85 174 167 165 98.8 2 1.2 0 0.0
86 136 136 135 99.3 1 0.7 0 0.0

表皿･1-3に､75年と79年の平均尿中鉛量,辛

均∂-ALA値および平均経験年数を示した｡対
象は､鉛作業による鉛暴露を濃厚に受けるリスク

の高い工務局の採字,鋳造,モノタイプ,組版,

鉛版の職場で働いている者で､75年と79年の両年

の健診とも受診している者とした｡75年時の平均

鉛作業経験年数は15.9年で､最長経験年数は35年､

最短年数は.1年であった｡尿中鉛量は､CaNa2-

EDTAを1g静注し2時間後の尿中鉛量を測定する

いわゆる誘発法による｡75年の平均尿中鉛量は

138･5jig/eで､79年では､ 111･8′上g/Cであっ

た｡両年の平均値には､T-testで有意水準 P<

0.1の有意差が認められる｡経験年数と尿中鉛量

との有意の相関は､認められなかった｡平均∂-

ALA値は､75年は3.41m/2､79年が3.2D喝/2､
であった｡両年の平均値には､有意の差は認めら

れなかった｡しかし､この平均値は､カット･オ

フ･ラインが高いとされる労働省の労災認定基準

の150Pg/C と比較して､高い値である｡

表皿.1-3 尿中鉛量 (誘発法2時間値 ),

∂-ALA値,経験年数

年 平 ■均 平 均 a-ALA値
(N-42) 経験年数 尿中鉛量

1975年 年 SD FLg//セ SD mg/e SD15.9 8.84 138.564.17 3.41 1.21

対象 :工務局 (採字,モノタイプ,鋳造,モノタ
タイプ,組版,鉛版)の職場で､かつ両年
共受診している老42名｡

鉛中毒は､古典的でかつ典型的な労働者の健康

破壊の一つである｡鉛中毒は､重金属中毒の職業
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病である｡労働医学 ･職業病学の古典として知ら

れるBernardinoRamazziniが著した『Demorbis

artificumdiatriba』(1713.日本語訳 :働く人々

の病気,松本元訳 1980･) には､鉱夫の病気には

じまる53の職業についての病気の記述がなされて

いる｡印刷屋の病気についても､ ｢ほとんどつね

に座って小箱から金属の活字を選 り出し､版に組

んでいるか､あるいはすでに不要となった活字を

ほぐして小箱の中-返す､これが彼らの主な仕事

である｣ (日本語訳版,257ページ)と記してい

る｡しかし､何故か鉛中毒に関しては触れていな

い｡健康影響については､座業や立位作業といっ

た作業姿勢の負担による疲労の健康障害と､視力

障害が中心に述べられている｡鉛中毒の危険を指

摘しているのは､ ｢陶器師の病気｣ (日本語版,

33ページ)と ｢画家の病気｣ (日本語版,44-45

ページ)の項に見出される｡

B･Ramazziniは記載を洩らしたが､印刷工にお

ける鉛中毒については古くから指摘されている｡

わが国の成書では､石川知福がF労働の衛生学』

(1939.)で ｢印刷業に於ける鉛中毒｣について節

を起こして記述している｡新聞社は､印刷工場を

内包している｡鉛の鋳造､文選､植字､組版､鉛

版制作､解版､印刷といった鉛暴露作業が､新聞

制作工程の重要な部分として存在し､多くの労働

者がここで働いている｡こうした作業に従事する

労働者に､慢性鉛中毒が発生することはよく知ら

れていた｡いわば職業病として鉛中毒は､現代の

科学 ･技術革新の下では克服されていなければな

らない古典的職業病である｡

ところが､1970年 5月に､工務局活版郡で働く

3人の労働者が鉛中毒と診断された｡これを重視

した労働組合は､ ｢完全公傷扱い｣と ｢職場の抜

本的改善｣の要求を掲げ､スト権を確立して闘い

にはいった｡労働組合は､会社に対応を要求する

だけでなく､組合内部組織として ｢職業病対策委

員会｣を発足させた｡健康アンケート調査､職場

点検や鉛特殊健診の自主健診を取 り組んでいる｡

その結果､35人の鉛に関連する治療の必要な著が

発見され､内9人が労災保険の業務上認定を受け

た｡また､労働安全衛生管理面で､会社としてや

るべきことが行われていなかったことなどが次々

と指摘された｡労働安全衛生委員会も組織されて
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いなかった｡ついに､会社の対応として鉛環境測

定と鉛特殊健康診断を実施するところとなった｡

そして､その後は ｢要治療｣者数が年々確実に減

少していることで､労働環境改善と健康管理の徹

底により､鉛中毒問題が鎮静化していったことを

確認することができる｡そして､技術革新による

CTS化によって活版印刷工程がなくなることによ

り､鎗暴露のリスクも完全に新聞紙面制作工程か

らはなくなって鉛中毒問題の解決をみたのである｡

H･1.2.技術革新にともなう頚宿願障害問題

表皿.1- 4に､頭肩腕障害 ･背腰痛特殊健診の

年別,受診状況と判定結果の推移を示した｡77年

に ｢要注意 ･要治療｣の著が19.1%いるが､ 78年

Fとは6,4別こ減少し､79年には再び0となった｡

それは82年まで続いた｡しかし､83年には ｢要注

意 ･要治療｣が3.6別こなり､ ｢要観察｣者も増

大した｡同年の秋にはいわゆるVDT作業者特殊

健康診断が始められた｡対象者は､頚肩腕障害 ･

背腰痛特殊健康診断の対象者とも重なりがあるが､

それまでは鉛特殊健康診断の対象であった工務局

の者が大部分を占めていた｡それは､CTS化に伴

って鎗作業からVDT作業に転換することになっ

たことによった｡83年春の頚肩腕障害 ･背腰痛健

診にVDT作業者も一部受診した｡

頚肩腕障害は､72年ごろ多発の傾向にあった｡

しかし､預肩腕障害 ･背腰痛特殊健診がN新聞社

の特殊健診として制度化した76年頃には､要治療

者はすでに治療を開始しておりかつ労働組合を中

心に職場改善も進んでいた｡CTS化の進行ととも

に作業形態の変化がみられ､頚肩腕障害発症危険

要因に暴露する枚会が増大しているために ｢要観

察｣者は増加した｡したがって､集団的な頭肩腕

障害の状態が悪化の方向にあるということではな

いと評価してよい｡

N新聞社での頭肩腕障害問題の発端は､1972年

1月に電算室のキーパンチャー2人と､4月には

=務局写真製版部の写植オペレーター1人が頚肩

腕障害に擢病したことにはじまる｡写真製版部の

写真オペレーターの罷病者は､その後さらに2人

増えて3人となった｡キーパンチャー2人は女性､

写植オペレーターの3人は男性であった｡また､

66年掛 こ多発憤向をみせ一時鎮静していた背腰痛



の発生も再燃してきた｡会社がキーパンチャーの

頚肩腕障害羅病者を､ ｢キーパンチャーの作業に

は体質的に向かない｣といって電算室から庶務部

門に強制配置転換した｡鉛中毒問題が未解決でも

あり､会社と労働組合との緊張関係がさらに高ま

った｡労働組合としては､ ｢劣悪な労働条件と職

場環境は､職場の労働者の健康といのちをおびや

かしっづけてきた｡それに加えて業績悪化を理由

としたさまざまな合理化の進展が職業病多発に結

びついたが､それだけにこの職業病問題は労働者

にとって絶対に譲ることのできない闘いであり､

また経営者の責任と義務がもっともするどく追及

される問題であった｣(FN新聞労働組合史』,
1981･,67ページ)のである0

5人の預宿駅障害曜病者は､労働基準監督署で

業務上認定された｡私も､この時に電算室および

写真製版部の現場を見学した｡空自肩腕障害の発症

原因の調査と予防対策の提案のためにであった｡

電算室のキーパンチャーの罷病原因は､キー ･タ

ッチ数の過剰であった｡そして､鮭鞘炎から預肩

腕症状-と進展する､いわゆるキーパンチャー病

と呼ぶに相応しい典型的な頭肩腕障害の発症過程

が認められた｡写真オペレーターは､写植スピカ

作業と呼ばれる単純反復,上肢 ･手指負担作業に

よる頚肩腕障害の発症と考えられた｡この作業で

ほ､写植オペレートのたびに強烈なフラッシュ光

線が目に入り神経 ･感覚器過負担作業であること

もわかった｡電算室については､-連続作業時間

の制限､休憩時間の確保,休憩室の設置,冷房対

策の実施等により続発について予防できた｡写植

スピカ作業も､-連続作業時間の制限,休憩時間

の確保,休憩室の設置とともに光線を遮蔽する防

護カバーをつける等の改善で続発を阻止すること

ができた｡

1973年 6月の罷病キーパンチャーの強制配転問

題の終結を機会に､ ｢労働災害､業務上疾病の補

償｣, ｢健康診断､健康管理｣,｢職場環境,労
働条件の改善｣を盛り込んだ全面的な労災の労働

協定が締結された｡頭肩腕障害の発症問題は､こ

の協定に基づき鉛特殊健康診断と同時に､背腰痛

･頚肩腕障害特殊健康診断を会社健診として実施

することと､労働条件および政桟の改善等によっ

て一応の決着をみた｡

技術革新による新しい機械の導入やコンピュー

ター化がすすめられるなかで､ニュー ･タイプの

職業病が発生してきた｡ところが､この新しいと

思われる健康破壊も､古くて新しい問題なのであ

る｡すでにB.Ramazziniが､前掲書のなかで記載

していた｡すなわち､ ｢書記､写字生の病気｣と

題する章のなかで､ ｢ペンを紙の上に走らせる必

表Rt.1-4 項肩腕障害特殊健診年次別受診状況および健診結果

年 次 対 象 者 受 診 者 異 常 無 し 要 観 察 要注意 .要治療
人 人 人 % 人 % 人 %

1976年 - 28 23 82.1 4 14.3 1 3.6

77 - 47 18 _38.3 20 42.6 9 19.1

78 - 47 23 48.9 21 44.7 3 6.4

79 - 42 19 45.2 23 54.8 0 0_0

80 - 41 25 61.0 16 39.0 0 0.0

81 - 43 23 53.5 20 46.5 0 0.0

82 - 46 25 54.3 21 45.7 0 0.0

83春 辛. 59 *55 21 38.2 32 58.2 2 3.6

83秋 **104 ** 99 34 34.3 62 62.6 3 3.0

84 34 27 9 33.3 18 66.7 0 0.0
85 36 36 14 38.9 22 61.1 0 0ー0

86 34 25 14 56.0 11 44.0 0 0.0

* VDT健診開始前で健診対象者をVDT作業者にも拡大
**VDT作業就業前特殊健診
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要があるから､筋肉と腰はほとんどいつも強直性

の緊張をしていて､時間がたつとともに右手は弱

くなり､手と腕全体に軽くない疲労が生じる｣と

し､ ｢彼らが仕事を行 うときには､脳､神経､織

維全体をこの上なく緊張させていなければならな

いから､これらの作業者を最も強 く苦しめるのは､

心の大きな絶え間のない累張である｡このため頭

痛､鼻かぜ､かれ声､紙に長い間日を留めている

ことによる目の充血が起こる｣ (前掲日本語訳版,

261ページ)と述べている｡この記述にある "ペ

ソ u を手指にかえ､前者の "紘"をキーボードと

し､後者の "紙l>を紙と画面と置き換えると立派

に頚肩腕障害の発症機序の説明になる｡しかし､

やはり頚肩腕障害はニュー･タイプの健康破壊で

ある｡技術革新による新しい機械の導入やコンピ

ューター化がこの種の健康破壊に介在しており､

労働負担の量および質が変化しているからである｡

致肩腕障害は､症状が自覚される慢性疲労性の

健康不調ないし健康障害である｡疲労症状の自覚

は､それぞれが日常的に体験していて苦痛の自覚

には個人差がある｡頚肩腕障害の主症状は､こり,

いたみ,しびれ,不快感,易疲労性といった非特

異的な自覚症状により構成されている｡頚肩腕障

害は､他者による客観的把捉と理解が得られにく

いという特性をもっている｡また､この疾病は､

狭義の臨床医学的に既成の疾病概念では捉えにく

く､客観的臨床所見も既成の診断方法や臨床検査

方法では得られにくいという特性をもっている｡

1973年に日本産業衛生学会頚肩腕症候群委員会

の労働省委託研究の報告書が､職業起因性健康破

壊として頚肩腕障害の疾病概念の定義と1度から

V度に区分する症度分類を提案している｡頚肩腕

障害の定義では､ ｢業務による障害を対象にする｡

すなわち､上肢を同一肢位に保持､又は反復使用

する作業により神経 ･筋疲労を生ずる結果おこる

琉能的あるいは器質的障害である｡｣としている｡

しかし､病像の進展経過のなかで､症度の客観化

は極めて困難である｡そこで､この病気の理解と

しては､ ｢体質論｣あるいは ｢怠け病｣や ｢気の

もちよう｣説に傾きやすい｡これでは､頚肩腕障

害の発生を予防した り､羅病者の救済を取 り組む

ことはできない｡N新聞労働組合はこの問題を真

正面から受け止めて学習と討議を重ね､組合の総
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意のもとで躍病者の救済と予防対策に取 り組んだ｡

そして､続発の予防に成功している｡

しかし､頚肩腕障害問題は､技術革新の潮流の

もとで VDT作業の出現と増大により新たな展開

の方向にあるのが現状である｡

皿1.3,CTS時代のVDT労働による健康問題

CTS化により採字,植字,大組などの熟練労働

が崩壊し､労働の質が大きく変化した職場は､工

務局である｡このことは､86年からは局名が制作

局と変更され､活版部は入力部となったことに象

徴されている｡この職場の労働の変化は､主観的

にも最も大きく､労働負担の増大を訴えている｡

しかし､労働者はこの変化を必ずしもマイナス的

にだけ受け止めているわけではない｡｢仕事の流
れや作業内容が大きくかわってきた｣ことは48%

が認めつつ､他方では ｢仕事の能率があがるよう

になってきた｣と43%の著が評価している(付表.

2-3)0
工務局の労働形態が､鉛作業からVDT労働が主

軸となった｡この労働では､仕事が単純化 (35%

したと感じており､神経 ･感覚器の疲労感が強ま

った (36%)のである(付表.2-3. 4)｡そし

て､背腰部自覚症状と頚宿駅自覚症状および視機

能低下感については､この職場の労働態様の特性

から他の職場に比較して高い訴えのあることも確

認された｡(付表.1-12)｡

1984年から会社は VDT作業特殊健康診断の実

施をしている｡これは､労働協約 (前掲)の｢CTS

導入にともない会社は職業病を発生させないよう

万全を期す｡不幸にして職業病が発生した場合､

その責任は会社が負う｣という条文に基づいて.､

実施される特殊健康診断である｡

表皿.1-5に､ VDT作業健康診断受診者を年

次別に､受診者数と平均年齢の推移を示した｡V

I)T作業健康診断は､84年から新聞原稿の入力作

莱,校閲,編集作業に従事する者を対象に開始さ

れた｡糾年は､CTSによる新聞紙面制作と活版に

よるものとが､半々で並行して両作業に交代で従

事していた時である｡86年の全面CTS化に向けて､

VDT作業予定者全員が交代でVDT作業の訓練を

受けている時期でもあった｡したがって､健診時

には活版にいて VDT作業に従事していない者も､



表Ⅲ1-5 VDT健診年次別受診者数 ･平均年齢

(男 )

年 次 受診数 平均年齢 SD

1984年 人 読74 43.1 6.22

85年 78 42.6 6.60

86年 98 41.7 8.26

87年 94 40.0 9.14

健診の対象者とした｡84年には74人が受診し､平

均年齢が43.1歳と､ 平均年齢の高いことが注目

すべき特徴である｡かつての活版部門の労働者が､

入力作業に従事しているためである｡

20年以上も活字鋳造,文選,植字,組版などの

作業に従事してきた熟練労働者が､時代の流れと

はいえ VDT労働に切り換えられていった｡幸い､

--ド･ウニァ一部分は入ったがソフト･.クェァ一

部分の開発が大幅に遅れたために､ 3年余り交代

でVDT作業の訓練が十分にできた｡_これは､CTS

導入についての労働協約 (1979年7月)で､｢CT

S導入にともなう技術教育訓練は機会均等､公平

を原則にその方法､対象､内容などについては会

社と組合で協議して決める｣ことになっていたた

めである｡また､段階的に活版工程の撤収が,お

こなわれた｡その効果もあって不適応を起こした

者はほんの数人にとどまった｡コンピューター不

適応者については､ ｢CTS導入により配転する場

合､会社は本人と組合の意志を尊重して同意の上

行う｡なおCTS導入にともなう配転は同時解決､

同時発令で行う｣という労働協約によりフォロー

された｡つまりCTS導入に伴う辞令は､一人でも

未解決な状態であれは全員に対して辞令の交付が

できない仕組みであった｡この協約により､VDT

労働の不適応者も数人いたが本人の意向を尊重し

つつ全力をあげて問題の解決が図られた｡

86年の健診時には､全面CTS化後 6か月経過し

ていた｡この時には､ワードプロセッサーやパソ

コンを操作する者も健診対象とした｡業務転換や

若手の採用等で､87年健診受診者94人の平均年齢

は40歳と､84年より3歳ほど若くなった｡

表皿.1-6に､VDT作業形態が示してある｡作

業形態の区分 1-4は､労働省のFVDT作業のた

めの労働衛生上の指針について』(1985年12月

20日.基発第705号)の別紙に示された ⅣDT作
業形態の区分のA- 1,B- 2, C- 3,D-4

にそれぞれ対応している｡87年でみると､ ｢一日

の労働時間を通じて連続 VDT作業に専ら従事｣

する者が34.0.%であった｡ また､ ｢毎日は VDT

作業がないもの､あるいはあっても一回あたりの

作業がおおむね1時間未満のもの｣が､34.5堤

であった｡

VDT作業の主体は､記事の入力と校正および紙

面の編集にある｡入力方法は､パネルによるペン

タッチ方式である｡採字作業と同じで､画面にデ

ィスプレイされた文字はほとんど見ていない｡原

稿とパネルを見て入力し､後で校閲者が､--ド･

コピーされたものに赤をいれたり､画面にディス

プレイ表示して校正している｡編集､校閲は､画

面に記事を呼び出し､画面上で操作することが多い.

表Ⅲ.1-6 VDT作業形態 (作業時間 )

VDT作業形態 1986年 1987年

N ^ % ^ @S6..100.8 94 1(刀.0

1.連続して専ら従事 39 39.8 32 34.0

2.断節的に専ら従事 7 7.1 17 18.1

3. 1日1時間以上 28 28.6 18 19.1

4. 1日1時間以下 24.24.5 23 34.5

つぎに総合判定結果と祝機能判定結果を検討する｡

表 皿.1-7に､VDT健診総合判定結果の推移を

示した｡84年は､検査項目および総合判定クライ

テリアが次年以降と異なるので除外した｡総合判
I

定とは､視機能検査,頚肩腕障害関連,精神,秤

経保健関連事項を総合した判定である｡86年に､

1人の ｢要治療者｣がいた｡｢要注意｣者は､年
々減少していることが認められた｡82年には､｢要

観察｣者が58.2%であった｡87年は前面CTS化か

ら1年半を経過しているの時点であり､健康管理
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に必要な個人と集団の基礎データもとれたという

判断もあって健診を簡略化して実施した｡私も加

わってS病院健診センターが､自記式質問票によ

るスクリーニング方式を開発し､会社 ･労働組合

表Ⅲ.1-7 VDT健診総合判定結果の推移

の許可を得て試行した｡二次健診は､85, 86年

と同様とした｡87年には ｢特に問題はなし｣の者

が､58.5%であった｡

年 次 受 診 者数 1.特に問題なし 2. 要観察 3. 要注意 4.要治療

1985年 人 % 人 % 人 % 人 % 人 %78 100.0 8 10_3 30 38.5 40 51.3 0 0.0

86 98 100.0 5 5.1 57 58.2 31 31.6 l l.0

*87 94 100.0 55 58,5 21 22.3 17 18.1 l l.1

･スクリーニング方式を導入 (一次対象94人,二次健診39人)

表皿･1-8に､祝槙能判定結果の年次別推移を

示した｡総合判定と同じ理由で84年除外してある｡

視機能測定には､東京光学横械鯛のスク1)ノスコ

ープを使用した｡現状のままで VDT作業に ｢不

適｣と判定された者が､85年で44.9%､ 86年で

41_8%､スクリーニング後ではあるが87年で41.0

%という,結果であった｡しかし､ ｢不適｣といっ

てもそれなりに適応しているため､すぐに労働に

支障が現われるわけではない｡事後指導としては､

眼科医による再検査かもしくは眼鏡等での再矯正

を指示した｡

表Ⅲ1-8 VDT健診総合判定結果の推移

年 次 受診者数 1. 逮 2.要注意 3.要精査(不適)

1985年 人 % 人 % 人 % 人 %78100.02734.6 1620.5 3544.9
86 98100.0 3434_7 2323.5 4141.8

*スクリーニング方式を導入 (一次対象94人,
二次健診39人)

しかし､N新聞社の場合には､他に先駆けてV

DT健康診断が実施されたことにみられるように､

VDT労働の条件が比較的よく整備されている｡

現在のところ特別の労働条件の悪化や労働負担の

強化がない限り､ VDT作業による深刻な健康障

害が多発する危険性は低いと評価してよい｡さら
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に､他の企業の VDT労働に従事している著と比

較して､疲労感や精神的ストレス感が高いとする

結果や健康状態が悪いということを示唆する証拠

はみつからなかった｡ただ､この職場の平均年齢

が高いので年齢相関が高い視機能低下の問題と､

技術革新による急激な仕事の変化による心身-の

健康影響については､今後も注意深く経過を観察

していく必要があると考えられた｡

Ⅲ.1.4 VDT労働に伴う健康問題の特徴

VDT労働は､現代労働を象徴していると思われ

る｡労働者の健康問題を検討する上で､ VDT労

働に伴う健康問題の分析は示唆に富むと考える｡

そこで､ VDT労働健康診断結果について､掘り

下げた検討を行ってみようと思う｡

まずはじめに､ VDT作業による健康障害の三

大障害のうちの ｢日の疲労症状｣と ｢頚肩腕障害

･背腰痛症状｣について検討しておきたい｡

表皿._1-9に ｢日の疲労症状｣36項目の質問に

対する回答結果を示した｡この36項目は､日本産

業衛生学会 VDT作業研究会が試案したものを用

いた｡ VDT作業に伴う健康問題として眼精疲労

の問題があるとされている｡表皿･1-9を見ると､

眼精疲労というよりは ｢日の疲労｣の問題と考え

られる｡｢日が疲れる｣が ｢よくある｣ものが40
%､ ｢視力がおちたよう｣に思うことが ｢よくあ

る｣ものが29%と､この二項日が際立って目を引

いている｡表皿･1-10に､日の疲労自覚症状の年



次別スコア-を示した｡これは､ ｢目の疲労｣36 あった｡84年から87年まで､統計的に有意の差が

項目の回答に得点を与えてスコア-化したもので 認められるスコア-の差はなく推移 してきたこと

ある｡これによると､87年のスコア-は10･45で が認められる｡

表AE.1-9 Elの症状 (1986年 ･男 )

症 状N-98(100.0%) よ く あ る 時 々 あ る4点 ◎ 3点 ○ 2点 ◎1点 ○
1. 日が疲れる 入 信 人 ¢ 人 位 人 ¢17 17.3 22 22.4 0 0.0 43 43.5
2. 充血する 3 3.1 5 5.1 0 0.0 13 13.3

3_ めやにが出る 3 3.1 9 9.2 21 21.4 65 66.3

4. 日の圧迫感 ,- l l.0 7 7.1 0 0.0 13 13.3

5. 日の奥が痛い 1 1ー0 5 5.1 0 0.0 12 12_2

6. 日が重い 2 2.0 6 6.1 0 0.0 18 18.4

7. 日の芯が痛い 0 0.0 5 5.1 0 0.0 10 10.2

8. 日を押さえると痛いが気拝がよい 4 4.1 13 13.3 0 0.0 23 23.5

9. 日をあけているのがつらい 0 0.0 2 2.0 0 0.0 7 7.1

10. なみだが出る l l.0 3 3.1 0 0_0 14 14.3

12. 日がかわく 0 0.0 2 2.0 0 0.0 4 4.1

13. まぶしい l l.0 4 4.1 0 0.0 19 19.4

14ー チカチカする 0 0.0 5 5.1 0 0.0. 18 18.4

15. かゆし､ 0 0.0 4 4.1 l l.0 12 12.2

16. まぶたがピクビクする l l.0 6 6.1 0 0.0 20 20ー4

17. ち.つめているとボケる 3 3.1 4 4.1 0 0.0 13 13.3

18. ラチラチする 0 0.0 4 4.1 0 0.0 17 17.3

19.二重にみえる 3 3.1 4 4.1 0 0.0 13 13.3

20ー かすむ 0 0.0 10 10.2 0 0.0 18 18.4

21. 焦点があiつない l l._0 5 5.1 0 0.0 11 11ー2
22. 視力がおちたよう 10 10.2 18 18.4 l l.0 37 37.8

23. 頭痛 l l.0 0 0ー0 l l.0 15 15.3

24. 片頭痛 0 0.0 0 0.0 l l.0 8 8,2

!25. 前頭部痛 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 2.0

26.眉間の部分が痛い 0 0.0 0 0.0 0 0.0 8 8.写

27. 豆如ミ重い 0 0.0 1 1ー0 0 0.0 15 15.3

28. 頭をふると痛い 0 0.0 l l.0 0 0.0 5 5.1

29. 頭が~ぼんやりする 0 0.0 0 0.0 0 0.0 9 9.2

30_ のぼせる 0 0.0 l l.0 0 0.0 5 5.1

31. 見つめていると気持ちが悪 くなる 0 0.0 l l.0 0 0.0 0 0.0

32. はき気がする 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 4.1

33. イライラする 0 0.0 l l.0 0 0.0 14 14.3

34. 7ワフワする 0 0.0 l l.0 0 0.0 9 9.2

35. めまい 0 0.0 l l.0 0 0.0 12 12.2
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表Ⅲ.1-10 VDT健康年次別目の疲労スコア-

年 次 N 目の疲労スコア-

1984年 人 スコア- SD74 9.14 9.72

85年 78 10.26 12.90

86年 98 ll.64 11.77

表皿･1-11に､頚肩腕障害 ･背腰痛スコア-の

年次別スコア-を示した｡この頚肩腕障害スコア

-は､日本産業衛生学会頚肩腕症候群委員会の提

零した自覚症状調査の部位別症状をスコア-化し､

頚肩既スコア-と背腰塙スコア-はこれを肩 ･頚

･背 ･手指部と腰 ･下肢部に分けてスコア-化し

たものである｡これによると､87年の頴肩腕スコ

ア-は5.43.背腰痛スコア-は2.09,頚肩腕障害

スコア-ほ7.51であった｡84年からのスコア-は､

86年でやや上昇傾向が認められるが統計的に有意

の差がなく推移した｡

表皿･1-12に､86年のデータにより祝機能,症

労,精神症状および頚肩腕障害の指標と諸指標と

表Ⅲ.1-11 VDT健診年次別致肩腕障害 ･
背腰痛スコア-

年次 N 預 肩 腕 背 腰 摘 頚肩騎障スコア- スコア- 害スコア-

1984年 人 スコア-SD スコア-SD スコア-SD74 5.58 7.47 2.80 5.08 8.3611.10

85年 78 5.55 9.41 2.42 5.39 7.9714.27

86年 ■98 6.26 7.95 2.46 3.03 8.72 9.72

の相関分析マトリックスを示した｡

相関分析の結果を見る前に､各指標について簡

単に説明をしておきたい｡VDT作業時間の指標

は､表札1-6に示した VDT作業形態の回答を
名義指標化し間隔尺度として用いた｡視機能低下

憤向指標は､視機能判定結果を名義尺度化し間隔

尺度とした｡健康不安,身体症状スコア-,精神

症状スコア-,睡眠障害,ゆとり欠乏傾向,喫煙

習慣,飲酒習慣,喫茶 (コーヒー)習慣の各指標は

CMI(CornellMedicalIndex-HealthQuestion-

naire)の質問項目から抜粋して設問項目を作成し

｢はい｣の回答をスコア-化したものを間隔尺度

として用いた｡握力 (右),背筋力の指標は､測

表Ⅲ1-12 VDT労働 ･視機能低下 ･疲労 .精神症状 ･頭肩碗障害に関する相関分析
(1986年､男､N新聞社 )

指 標 (1986年､N-98) A 視機能低下 B 日の.疲 労 C 精 神 症 状 D 頚肩肺障害

1. 年 齢 T 0.2715* -0.1231 -0.1147 -0.0672
2. VDT作業時間 T -0.1552 0.0895 0.0730 0.0537

3. 視校能低下傾向T 1.0000 0_0045 0.0659 0.0871

4, 日の疲労自覚症状 T 0.0045 1_0000 0.3337** 0.6072**
5. 蓄積疲労日登症状 T 0.1883 0.2722* 0.3623** 0.2343
6. 健康不安 T -0.0372 0.0499 0.2875* 0.0169

7. 頚肩隣障害スコアT 0.0871 0.6072** 0.3326** 1.0000

8. 身体症状スコアT -0,0372 0.4788** 0.6837** 0.4185**
9. 精神症状スコアT 0.0659 0.3337** 1.0000 0.3326**
10. 睡眠障害 -0.1095 0.0499 0.2064 0ー1811

ll. 抑うつ症状 T 0.1893 0.0231 0.4425** 0.1184

12. ゆとり欠乏傾向T -0ー0182 0.2661* 0.2518* 0.1534
13. タイプA行動傾向T -0.0652 0.4030** 0.5132** 0.2988*
14. 喫遠習慣 T -0.1668 0.0538 0.0394 0.0082

15. 飲酒習慣 T -0.0066 0.0113 0.2198 0.0270

】6. 喫茶〔コーヒー)習慣T -0.2068 0.1336 0.1484 0.0556

17. 垣力(右 )I -0ー2261 0.1293 0.0218 0.1581
18. 背筋力T -0.1773 0.2299 0.0423 0.0986

19. 頚肩所見スコアT 0.0188 0.2399* 0.2591* 0.4231**

ピアソン相関係数 **Pく .001 *Pく .01
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定値を比尺度として用いた｡頚肩所見と腰所見は､

テストによる筋硬結および筋圧痛所見の強さと部位

の頻度の結果をスコア-化し間隔尺度として用いた｡

｢祝較能低下｣指標でみると､ P<0.01の有

意水準で年齢指標との正の相関が認められる以外

には､ ｢日の疲労自覚症状｣を含む他の指標との

相関は認められなかった｡｢日の疲労自覚症状｣
指標では､P<0.01の水準で頚肩腕障害スコア-,

身体症状スコア-,精神症状スコア-,タイプA行

動傾向で正の相関が認められ､P<0.01の水準で

蓄積疲労,｢ゆとり欠乏傾向｣,頚肩筋硬結所見と
正の相関が認められた｡｢精神症状スコア-｣指
標では､P<0.001水準で ｢目の疲労自覚症状｣,

蓄積疲労傾向,頭肩腕障害スコア-,身体症状ス

コア-,抑うつ症状,タイプA行動傾向で正の相

関が認められ､Pく0.01の水準で健康不安,｢ゆ
とり欠乏傾向｣,頭肩筋硬結所見と正の相関が認

められた｡｢頚肩腕障害スコア-｣指標では､P
<0.001の水準で ｢目の疲労自覚症状｣,身体症

状スコア-,精神症状スコア-,頚肩筋硬結所見

と正の相関が認められ､P<0.01の水準でタイプ

A行動傾向と正の相関が認められた｡

ここでは､祝機能低下は ｢年齢｣との相関がみ

られるが ｢目の疲労自覚症状｣とは相関がないこ

と､身体症状スコア-と精神症状スコア-の相関

が高いこと､額肩腕障害のように身体症状として

発現している健康不調感も精神症状スコア-との

相関が高いことが認められたことに注目される｡

表皿･1-13に､87年に試行した二段階スクリー

ニングによる ｢総合判定｣別の健診成績を示した｡

これは､質問票による一次スクリーニングでふる

いわけをして､二次健診で精密検査と保健指導や

ショ-ト･カウンセリングを含めて濃厚な健康診

断に時間と力の配分を行おうとする試みであった｡

この結果によると､総合判定区分ごとの平均年齢

は､要注意でやや高い傾向がうかがえるが有意の

差は認められなかった｡頚肩腕スコア-Aは一次

用の質問票での､頚肩腕スコア-Bは二次用の質

問票での得点である｡目の疲労スコアーAとBに

ついても同じである｡いづれもAとBおよび要観

察と要注意との問に有意差は認められなかった｡

要観察と要注意との問では､50m両眼視力がP<

0.01の水準で､30L7n両眼視力がP<0.001の水準

で有意差が認められた｡ここでは､平均年齢の高

い集団ではVDT健診の総合判定の寄与要素とし

て視機能の判定が大きく関与していること､頚肩

腕障害の自覚症状についても ｢異常なし｣と ｢要

観察｣ ･｢要注意｣とでは有意に差が認められる｡

しかし､病的レベルだと判断される者は極少数で

あった｡

表別1-13 VDT作業者健診一次スクリーニング･二次健診成績 (1987年 )

総合判定 全 体 (男) 異常なし 要 観 察 要 注 意
指標 (N) (94) (55) (21) (18)

1.頭肩腕スコアA 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD7.51 8.429 3.40 4.680 13.00 10.044 13.66 &267

2. 日疲労スコアA 10.45 10.293 5.16 5,432 16.33 10.417 19.77 11.527

3. 年 齢 39.95 9.142 39.14-10.378 39,42 7.242 43.05 6.384

4. 頭肩腕スコアB ll.71 9.519 13.05 9.800

5. 日疲労スコアB 16.52 16.314 15,88 14.756

6.両眼視力 5Tn 9.90 2.406 8.55 2.935

7. 50m 10.85 1.768 8.33 2.765

8. 30cm 10.09 2.427 6.44 2.914

9. 握 力 右 45.37 6.322 42.66 6.462

10. 〝 左 42.30 6.764 40.66 5.514

ll. 背 筋 力 115.30 14.462 107.35 14.804

12. 頭肩所見スコア 1.95 2.616 2.50 3.451

13. 膜所見 スコア 2.50 3.451 1.66 3.009

14. タイ プA行動 9,63 7.088 ll.70 9.478

(注)頚肩腕スコア､目疲労スコアのAは一次の､Bは二次のスコアをさす｡
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表 皿･1-14に､表皿･1-12でおこなった相関分 高い集団であるので､各指標との相関､非相関が

折と同じ指標について二次健診受診者の39人のデ 明確であることが認められた｡祝機能低下指標に

一夕を用いて行った相関係数マトリックスを示し ついては､年齢指標とだけP<0.001と高い水準
た｡表 皿.1-12と比較してみると､頚肩腕症状や での正の相関が認められ､ ｢日の疲労｣指標との

日の疲労などの自覚症状の訴えが一定水準以上に 相関はやはり認められなかった｡

表U.1-14 VDT労働 ･視機能低下 ･疲労 ･精神症状 ･預肩腕障害に関する相関分析
(一次スクリーニングで要精密検査者､N=39)

指 標 (1987年 ) A 視校能低下 B 目の 疲 労 C 精 神 症 状 D 頭肩腕障害

1. 年 齢T 0.5975** -0.0472 -0.0119 -0.0423

2. VDT作業時間 T -0.1541 0.0202 -0.1841 -0.014

3一 視機能低下傾向T 1_0000 0.0653 -0.0413 0.5643**
4. 日の疲労自覚症状 T 0.0653 1.0000 0.6691** 0.7644**
5. 蓄積疲労傾向T -0.0543 0.1828 0.1707 0.2817

6. 健康不安 T -0.0422 0.4540** 0.4508** 0.4028**
7. 頚肩肺障害スコアT -0.0816 0.7644** 0.5643** 1.0000

8. 身体症状スコアT -0.1005 0.7207** 0.8190** 0.7231**
9.精神症状スコアT -0.0413 0.6691** 1.0000 0.5643**
10. 睡眠障害 -0.2001 0.3830** 0.5258** 0.3992**
ll. 抑うつ症状 T 0.2049 0.3447** 0ー4733** 0.2016

12_ ゆとり欠乏傾向T -0.0880 0.3950** 0.6298** 0.4413**

13. タイプA行動傾向T 0.1370 0.2710 0.6722** 0.3115

14.喫煙習慣 T - 0.0516 0.2481* 0.3053* 0.3701**

15. 飲酒習慣 T 0.1941 0.4000** 0.4328** 0.3569**

16. コーヒー喫茶習慣 T -0.0284 0.2196 0.4457** 0.3072*
17. 提力(右 )T -0.1505 0.2359 -0.0311 0.3434

18. 背筋力T -0.2499 0.1612 -0.3418 0.0984

19. 頚肩所見スコアT 0.0313 0.4595** 0.3144* 0.5680**

ピアソン相関係数 **P<.001 *P<.01

表皿･1-15に､86年にS病院健診センターが実

施した VDT健診の全データを投入してて表札1

-12,14で行ったのと同じ相関分析を試みた結果

を示した｡N新聞社指標は､各健診対象集団を名

義尺度として用いた｡N新聞社以外では､地方公

務員､金融機関､生活協同組合､医療施設関連な

どの男- 101人,女-77人である｡他の集団に比

較してみてN新聞社は､年齢が高いこと､ VDT

作業時間の長い者が多いこと､視枚能低下傾向の

高いものが多いこと｡健康不安の高い者が多いこ

と､身体症状を訴えている者が多いこと､ゆとり
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のなさを訴えている者が多いこと､タバコを一日

20本以上毎日吸う者が多いこと､酒を毎日飲む著

が多いこと､コーヒーを毎日飲んでいる者が多い

こと､垣力がやや強めであること､が確認できた｡

また､N新聞社では男性のみが対象であるために､

性差を確認できなかったので､ここで性差につい

ても検討しておく｡頚肩腕障害スコア-は女性の

得点が高いこと､身体症状もやや女性が高めの訴

えがあるが精神症状では性差がないこと､たばこ

20本吸う者や毎日酒を飲む者は男性に多いこと､

コーヒーを毎日飲むものもやや男性に多いこと､



自覚症状だけでなく他覚的な穿肩腕障害所見も女

性に高 く現れていること､当然のことながら握力

や背筋力の瞬発力は男性が圧倒していること､が

確認できた｡

これらの健康診断結果より得られたことから､

VDT作業に伴 う健康問題の特徴について確認で

きることを､次のようにまとめることができるo

節-に､日の疲労症状は､現段階では視践能低下

との相関が確認できなかった｡第二に､視捺能低

下は年齢との相関が高く､中 ･高年者の日の保健

対策が必要である｡第三に､日の疲労症状は､心

身の疲労症状および頚肩腕症状などの心身の健康

不調との相関が高く､疲労 ･ストレス徴候として

の警告反応と読みとることができる｡第四に､Ⅴ

DT健康障害の予防には､就労前の十分な完熟訓

練とVDT作業時間の制限が有効であるといえる｡

N新聞社では､労働組合の要求により一連続作業

時間は45分で休憩時間を15分確保､一日の VDT

作業時間は4時間以内としている｡第五に､この

制限の範囲内では､ VDT作業時間の長さと諸症

状との相関は確認できなかった｡このことは､V
DT作業に象徴される現代労働は､VDT周辺の

労働を含めてゆとりのないストレスフルな労働と

なっていることを示唆していると理解できる｡第

六に､ VDT障害の主成分を､精神 ･神経疲労と

精神ストレスと考えて保健対策を検討することが

当面の課題であると考えられる｡

表EI1-15 1986年VDT健診 (男199､女77)指標とN新聞社･年齢 ･性差の相関分析

指 標 (1986年 ) A N新 聞 社 B 年 齢 T C.性差 (男 )

1. 年 齢 T 0.3391** 1.0000 0,0825

2. VDT作業時間 ~0.3625** 0.0812 0.0937

3.視楼能低下傾向T 0.2004** 0.2391** 0.1023

4. 日の疲労自覚症状 T -0.1057 -0.0896 -0.1161

5.蓄積疲労傾向T -0.0712 -0.1421 0.1418

6.健康不安T 0.1652** 0.0926 0.0429

7.頚肩腕障害スコ7T -0.1491 -0.0332 -0.2370**

8.身体症状スコアT 0.1575** -0.0371 0.1359*
9. 精神症状スコアT 0.0810 -0.0654 0.0554

10. 睡眠障害T 0.0623 -0.1182* -0.0260

ll. 抑うつ症状 T -0.0240 -0.0293 -0.0771

12.ゆとり欠乏傾向T 0.1522** -0.1055* 0.0608

13. タイプA行動傾向T -0.0664 -0.0522 0.0562

14. 喫煙習慣T 0,3611** 0.0572 0.3291**

15. 飲酒習慣T 0.1932** 0.0732 0.1963**

16.喫茶 (コーヒー)習慣 T 0.1609** -0.0404 0.1188*
17. 握 力(右 )T 0.14717 -0.0788 0.7319**

18.背筋力T 0.1317 -0.1151 0.7000**

19.顎肩所見スコアT -0.0502 -0.0264 -0.2686**

ピアソン相関係数､ **P<.001 *P<.01
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Ⅲ2. 中 ･高年齢化と健康問題

皿.2.1.労働者の中 ･高年齢化の問題

N新聞社の労働者の1987年の平均年齢は､42.4

歳である｡平均勤続年数は､10.5年である｡1976

年から平均年齢の推移は､76年の平均年齢は33.9

歳であり､5年後の81年では39.0歳､ 10年後の

86年には42.2歳となっている (表1-1)｡これ
を見ても､N新聞社の労働者構成は､確実に中 ･

高年齢化してきていることがわかる｡86年から少

し平均年齢の伸びが鈍っている｡これは､経営不

振のため新規採用が数年問なかったが､経営の好

転と全紙面CTS化にともなって新規採用を再開し

たためである｡

加齢現象の一つの指標として､ ｢視機能｣をとり

あげて検討してみる｡｢視力低下感｣や ｢視機能の
低下｣は､年齢相関の高い指標である(表 札1-12･

14.15,付表.1-12)｡しかし､工務局の労働者は､

神経 ･感覚器の疲労や視力低下感を他の職場に比

較して有意に高く訴えていた (付表.1･712,付表.

2-5)｡この職場は､すでに述べたように､

CTS化にともないこの数年問に大きく労働形態が

変化した (付表.2-3)｡とくにVDT労働は､

神経 ･感覚器に負担のかかる作業である｡年齢で

は､工務局と他の職場とに有意の差は認められな

かった (付表.2-10)｡したがって､生理的な加

齢現象としての祝機能低下の存在もあるが､それ

を加速している要因としてVDT労働などの労働

負担が影響していることを証明していると考えられる〇･

また､労働変化に対する適応の問題がある｡N

新聞社では1986年までに段階的にではあったが､

平均年齢43.1歳の70人以上の労働者が熟練労働

VDT労働への業務転換を経験 した｡労働組合の

理解と対応が適切であったため､大きな混乱と犠

牲者を出さないで転換を完了させることに成功し

ている｡この職場は､労働組合を中心としたサポ

ート･システムがしっかりしていて､比較的ネッ

トワークもよい職場である｡熟練工が多く職人気

質が強いせいかタイプA行動型の者が､他の職場

に比較して有意に少ない職場でもある(付表.2-

10)｡しかし､工務局の労働者は､労働の変化の

なかで他の職場に比べて業務負担感を強く感じて

いることが明らかになった(付表.2-10)｡そし
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て､業務負担感の高い者は､疲労感や健康不良感

が高いことも確認された (付表.2-8)｡これら

の調査結果は､技術革新下で中･高年齢者が遭遇

する職種や業務の転換について､その適応の問題

や対処の課題について注意深い検討が必要である

ことを示唆していると考える｡

労働者の中 ･高年齢化は､加齢現象でもあり､

習慣病ともいわれているいわゆる成人病好発年齢

層の肥大化である｡この成人病の発症や悪化など

に､過労やストレスが関与しているとされている｡

現代労働者は､労働負担に相当した疲労とストレ

スを自覚しつつ働いていることが確認できた｡成

人病の高いリスク･ファクターをもつものは､さ

らにリスクを高めながら齢を重ねていく傾向にあ

ることも確認できた｡この二つの現象にも着目し

て､労働者の成人病予防の課題にアプローチして

いくことが重要だと考える｡

肌2.2.生活習慣と健康問題

生活習慣は､中 ･高齢者ほど好ましい保健行動

としてもマイナスの保健行動としても健康影響を

与えやすい｡そこで､マイナスの保健行動として

の喫煙習慣と飲酒習慣について検討する｡

まず､喫煙習慣について､検討してみる｡自分

の健康のために日頃していることとして､ ｢タバ

コを吸わないようにしている｣者が41.8%(付表.

1-14)｡一応ここでは､毎日20本以上の喫煙習

慣を好ましくない保健行動の一つの指標とする｡

喫煙習慣と年齢との有意の相関は､認められなか

った｡ (付表.1-12)｡喫煙習慣のある人に､精

神的ストレスを強く感じている者､身体的疲労感を

ひどく感じている者､自覚症状多愁訴傾向のもの

が有意 (P<0.001)に多い(付表.1-16)｡な

ぜか､精神疲労とは相関していない｡疲労感とは､

Pく0.01の水準ではあるが､相関を示している｡

また､1986年資料でタイプA行動傾向とP<0.001
の水準で相関が認められる｡しかし､1985年調査

では､これとの相関は認められなかった(付表.2-

9)｡いづれにしても､自覚される指標との相関が

多く､検査データとの相関は認められなかった (付

義.1-18)｡
つぎに､飲酒習慣について､検討してみる｡｢酒

はなるべく飲まないようにしている｣者は､24.1



%であった (付表.1-14)｡飲酒習慣と相関して

いる指標で特徴的なのは､肝機能のGOT値およ

び精神的疲労感との相関がP<0.001の水準で認

められることである (付表.1-16,付表.1-18)｡

また､精神的ストレス感,身体的疲労感,タイプ

A行動傾向ともP<0.001の水準の相関が認めら

れる(付表.1-12,付表.1-16)｡このように飲

酒習慣は､血液検査で客観的に捉えられる指標と

の相関をみせる｡にもかかわらず､好ましい保健

行動としては喫煙制限の半数弱の著しか飲酒制限

をあげていないのである｡これは､興味ある保健

行動の違いと考える｡近年の ｢禁煙キャンペーン｣

や ｢嫌煙権｣など社会的運動との高まりと､わが

国の飲酒に対する寛容さなどにより､両者の保健

行動に違いが表れていると思われる｡

日常の行動の習慣とでもいえるタイプA行動傾

向は､P<0.01の水準ながら総コレステロールと

の相関が認められた (付表.1-18)｡日常の行動

習慣が､人間の内部環境に影響を与える可能性を

示唆していると思われる｡タイプA行動憤向の者

は､保健行動を積極的にとろうとする傾向も認め

られるが､ ｢マイナス保健行動｣をとる傾向がP

<0.01の水準ながら認められた (付表.1-12,付

表.2-9)｡これはタイプA行動傾向の人は､両

極端の行動をとる傾向のあることを示唆している｡

こうした生活習慣が中 ･高年齢に到るまで､長

年にわたって続くとすれば､成人病の-イ ･リス

クとなり得ると考えられる｡とくにN新聞社の労働

者は､他の労働者と比較して年齢が高く､かつ喫煙

習慣,飲酒習慣,喫茶 (コーヒー)習慣が高い懐向

にある (表皿.1-15)｡これらのことから､中 ･高

齢化する労働者の保健行動の変容についても､真剣

な検討が必要であることが示唆されていると考える｡

皿･2.3,保健行動と健康問題

労働負担による疲労と精神的ストレスが高まっ

てきていることは､すでに確認した｡そして､こ

れは労働者のこころとからだの両面の､健康不調

感に関与している要因となっていることも確認し

た (表 皿･1-14,表 皿･1-15,付表.1-16,付表.

2-8)｡好ましくない昧健行動が､健静こ影響を与え

る危険性についても確認できた (付表.2-9)0

人は､いったいどのようなときに好ましい保健

行動をとるようになるものなのだろうか｡好ましし保健

行動をとる傾向は､年齢,既往歴体験,現病歴体験

との相関がp<O.仰1で認められることが確認され

ている(付表.2-9)｡これは､過去に病気に罷っ

たことがある者か､現在病気に罷っている者が､

好ましい保健行動をとる傾向にあるといえる｡-

病であるかどうかはわからないが､一病息災とい

うことなのであろうか｡好ましい保健行動をとっ

ている者が､Pく0.01の有意水準で健康良好感が

高いとはいえる｡ (付表.2-9)｡しかし､ ｢マ

イナス保健行動｣をとっている者が､健康状態不

良感を有意に高く訴えているとはいえないのであ

る｡

さまざまに解釈できる個人レベルでの､保健行

動に関する結果が得られた｡しかし､ここで重要

だと思えるのは､個人のレベルでの保健行動の概

念だけでは､労働者の健康問題に対応する指針は

出てこないのではないかという疑問である｡N新

聞社の場合には､労働組合の役割と行動が健康問

題解決に大きな役割をもっていたことは､すでに

検討してきたとおりである｡この集団的 ･組織的

な保健行動についての概念を加えて､今後の労働

者の保健問題の解決方向を検討することが重要な

課題と思われる｡

皿･2.4. 年齢と健康問題

血圧値は､年齢相関が認められる(付表.1-6,

付表.1-7) 0 ｢血圧値｣は､中 ･高齢者の健康

指標の一つとして有効である｡最大血圧が 160mm

Hg以上と最小血圧が95mmHg以上の者を｢高血圧憤向｣

群とし､最大血正が141-159mmHgの者と最小血圧が

91-94mmHgの者を｢高血圧境界領域｣群として検討

してみた｡｢高血圧傾向｣｢高血圧境界箭域｣の両群と
も､ ｢健康伏態不良感｣｢疲労感｣関連の指標との
有意の相関が認められなかった(付表.2-8)o保

健行動関連指標では､Plo.01の水準であるが ｢高

血圧境界領域｣と｢好ましい保健行動｣とは正の､

｢マイナス保健行動｣とは負の相関が認められた

(付表.2-9)0

次に､食習慣の影響が*きいと見られる ｢総コ

レステロール(TC)値｣｢尿酸(UA)値｣および飲
酒習慣の関与が★きい傾向が認められる ｢肝機能

(GOT,GPT)値｣を指標にして､加齢との関係を
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を見てみる｡TC値については年齢相関が認めら

れるが､肝機能値および尿酸値では年齢相関は認

められなかった｡しかし､10年前に高い値の者は､

10年後においてもやはり高い値である傾向がみら

れた｡さらに､高い値のものは､その値をなお高

くしている傾向も読み取れた (付表.1-8,付表.

1- 9)｡この傾向は､血圧値においても同様に

認められた (付表.1-6)0

年齢相関が認められる健康指標を概観してみる

と､P<0･001の水準での正の相関は ｢保健行動｣,
｢視機能低下感｣, ｢既往歴体験｣｢現病歴体験｣
｢総コレステロール(TC)値｣｢視機能低下傾向｣
で､負の相関は ｢胃腸自覚症状｣｢背筋力｣で認
められた (付表.1-16,付表.1-18,付表.2-8,

付表.2-9,付表.2-10,付表.4-10)｡これを

P<0.01の水準でみると､正の相関は ｢飲酒習慣｣

｢肝機能(GOT)値｣で､負の相関は ｢抑うつ症状｣
｢握力｣｢マイナス保健行動｣で認められた｡･
これらの結果から､過去に病気したことのある

老やいま病気に躍っている者が多い中 ･高齢者は

あれこれの保健行動をとる傾向が認められるが､

-イ ･リスクファクターの老ほど好ましい保健行

動をあまりとっていないLかつ保健行動の成果も

良くない傾向にあること､しかし､ ｢高血圧境界

領域｣にみられるように好ましい保健行動をとっ

てコントロールしていくことが可能であることも

示唆されていること､などが認識できたといえる｡

また､当然のことながら背筋力や撞力など瞬発筋

力とか､視機能といった生理的機能は､加齢とと

もに後退していっていることが確認された｡しか

し､疲労感や精神ストレス､健康状態不良感､自

覚症状などは､年齢との相関は認められなかった｡

むしろ､胃腸の自覚症状や抑うつ症状などは､若

年層に多く訴えられている傾向にある｡これは､

現代の若年労働者が､ストレスフルな労働生活の

なかにおかれている状況を反映したものといえる｡

このことは､現代労働者に対する保健対策の方向

を示唆していると考える｡

Ⅲ･3.労働生活と保健行動

Dl･3.1. 健康診断の受診行動の評価
｢般定期健康診断の年次別受診率の状況は､1976

年から87年までほぼ95%で推移している(付表.1
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-1) ｡この受診率は､人間ドックでの受診者や

他の医療校閲での受診者が除外されているので､

高い受診率とみてよい｡特殊健康診断の受診率も､

高い受診率である (表皿･1-2.表 皿･1-4)｡

これは､会社の健康診断が､労働組合と会社そし

て産業医と健診実施医療機関の四者が協議しなが

ら実施するシステムとして定着し､労働者の信頼

を得ていることによる｡また､この受診率の高さ

は､労働者の自らの健康に対する関心の高さのあ

らわれと考えられる｡

労働組合の健康診断の取 り組みは､鉛中毒問題

に端を発している｡当初の70年から73年にかけて

は､鉛特殊健診の自主健診が取り組まれた｡この

健診で､多数の鉛中毒要治療者が発見され､治療

が開始された｡この背景のもとに､労働組合の要

求に基づく鉛特殊健康診断､頚肩腕障害特殊健康

診断､背腰痛特殊健康診断､眼科特殊健康診断が

73年12月から会社健診として開始された｡これら

の特殊健康診断の受診率は､対象者のほぼ100%

であった｡一般定期健康診断は､従来の会社健診

形態のままで実施され､1974年の受診率は67%で

あった｡

一般定期健康診断について､特殊健康診断と統

一Lかつ同じシステムで四者が協議して実施する

ことになったのは､76年からである｡この機会に､

一般定期健康診断の検査項目の胸部レントゲソ,

血沈,尿検査,血圧検査に加え､血液検査の血算

(赤也球,白血球,血色素,-マトクリック)と

生化学検査(GOT,GPT,ZTT,総ビリルビン)お
よは握力 ･背筋力がいれられた｡これは､それま

での会社の一般定期健康診断が結核健診の延長線

上で実施されてきたものを､高齢化をみとおした

成人病健診の方向に不十分ながら転換するもので

あった｡受診率は､ 76年が96.3970であった｡受

診率は､この年に飛躍的な高まりがみられ､以降

もこの水準の受診率がはば維持されている｡

健康診断の受診率は､個人の好ましい保健行動

の一つの指標と考えてよい｡この指標でみる限り､

N新聞社の労働者の保健行動は高く評価してよい

状況にある｡健康診断の受診率を高める動機づけ

が､具体的かつ主体的な健康問題の問題解決から

出発しているものであるとき､効果的でかつ持続

的であることを証明している｡これは､既往歴や



現病歴の体験者が､そうでないものに比較して好

ましい保健行動をとる傾向が高いことと共通して

いる (付表.1-ll)0
しかし､血圧値やGOT,GPT値のように10年前

に高い値であった者は､10年後にも高い値であり､

かつさらに値を高めている傾向が認められた｡こ

のことは､食事,睡眠,運動など日常生活のなか

で習慣化されたあるいはされなかった保健行動の

変容の難しさと､健康診断の受診率をたかめるこ

とだけでは成人病など健康破壊のリスクを低める

ことは困難であることを示唆している｡

皿.3.2. 健康破壊の発生原因の分析枠組みと職

場集団の保健行動

具体的な健康破壊が発生してその問題解決のた

めの行動を起こすとき､問題発生の原因の分析が

必要である｡原因分析が構造的に行われていると､

問題解決行動に指針を得ることができる｡問題の

解決が比較的容易な対策と､問題の本質に迫る要

因ではあるが解決には相当な困難が予測できるも

のとを明確にし､問題解決行動に優先順位や戦略

が与えられる｡

職業病の発生原因を捉える枠組みとして､本論

では佐藤武夫らがF災害論』(1964,)で示した

｢災害の3大要困｣ (235- 241ページ)を参考

にして､私が預肩腕障害の発症要因を整理した ｢素

因｣｢必須要因｣｢拡大要因｣(『頚肩腕障害の
社会医学』･1975年.78ページ)を踏襲する｡

｢素因｣とは第一次的に生体に作用して発症させ

る要因で､この素因がなけれQ助 丙は発症すること

はないが､素因だけで発症することはない｡素因は､

自然科学的側面が強い要因である｡鉛中毒でいえは､

鉛が素因である｡｢必須要因｣とは素因に作用して
発症させる要因で､この要因がなければ､素因が

あったとしても発症することはない｡必須要因は､

社会科学的側面が決定的に強い｡鉛中毒の例では､

会社の鉛中毒発生予防対策 (環境管理,作業管理,

健康管理)が不完全 ･不徹底で､職場の鉛汚染が

人体に影響を与える状況のまま､経営 ･生産活動

が継続されたことが必須要因である｡｢拡大要因｣
とは病気の発症をはやめたり､症状を増悪～重症

化～難治化させる生物的,社会 ･経済的,文化的

諸要因および治療,社会復帰,予防対策を阻害す

る社会的要因である｡拡大要因には､社会科学的

および自然科学的側面が複合的に含まれている｡

鉛中毒では､鉛暴露を受けた個体の暴露量一反応

関係､個体の鉛の毒性に対する感受性の問題等の

ほか､労働組合の指摘にもかかわらず鉛中毒の存

在を認めようとしなかったこと､これに起因して

職場改善が遅れたこと､羅病者の労災補償が遅れ

たこと､職場点検がおくれて新たな職業病の発症

をゆるしたこと､等があげられる｡

これらの職業病発症の素因と必須要因および拡

大要因は､職場という限定された範囲のなかで特

定しやすい｡また､原因に暴露される危険が濃厚

な集団も職場集団として特定しやすい｡労働過程で

発生する健康破壊である職業病は､予防することの

可能な健康問題であると考えられる｡

しかし､予防のためには､会社としての対応行

動と労働者の対応行動を必要とする｡すなわち､

組織としての好ましい保健意識や態度と保健行動

が要求される｡職業病といえども､健康問題は個

人のレベルで発生し､問題の深刻性には固体差が

ある｡会社や労働組合が､個別的発生する健康問

題を､組織集団の認識としてどのように受けとめ､

かつ問題解決行動を組織としてどうとるのかとい

った ｢組織的な保健行動｣の概念の整理が重要で

あると考える｡

皿･3.3. 職場集団の保健行動の評価

労働組合の ｢組織的な保健行動｣をあとづけて

みると､次のとおりであった｡3人の組合員が鉛

中毒で治療が必要であることを認知した70年の段

階で､問題の深刻性を認識し､すぐさま該当職場

を点検した り､自覚症状のあるものを医療機関に

受診させたり､さらに鉛健診の自主健診をとりく

むといった問題解決行動をとっている｡そして､

被災労働者の労災補償の要求を確認 して､会社お

よび労働基準監督署に対して行動を起こしている｡

新たに頚肩腕障害の発生が加わったが､この場合

にも鉛中毒問題と同様の対処行動を展開している｡

被災労働者の救済と補償から職場復帰-､そして

予防の取 り組み-と行動は発展的に展開していっ

ている｡さらに､こうした職業病に対する問題解

決行動の展開過程で､健康｢股についての認識が

たかまりをみせている｡一般定期健康診断につい
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ての改善行動にも発展し､特殊な健康問題から一

般的な健康問題-と展開をみせている｡私は､職

業病という限定した健康問題にたいする対処行動

から､成人病をも標的とした組織的な保健行動-

と行動変容をしているところにこの職場の特徴が

あると考える｡

一方､会社の ｢組織的な保健行動｣を､あとづ

けてみる｡3人の従業員が鉛中毒で治療している

者がいることを知った70年の段階では､職業病と

して救済することを否認する対処行動をとった｡

72年の頚肩腕障害問題では､病気発生の体質論を

とって個人責任に転化しようとする行動をとった｡

これにより会社は､労働者および労働組合と鋭く

対立して緊張関係を強めた｡これに連動して､つ

ぎつぎと問題解決-の対処行動を誤り､好ましく

ない ｢組織的な保健行動｣を指向していった｡労

働組合の ｢組織的な保健行動｣のアクションをう

けて､会社の問題解決行動の変容を迫られた73年

の段階でも､職場改善や健康診断の改善も限定し

最小限に止めようとする対処行動をとった｡私は､

会社が ｢組織的な保健行動｣を変容し､従業員の

健康問題を見直して改善するという態度決定が自

律的にできない企業行動の特徴に注目した｡

個人的な健康問題と保健行動が､組織としての

健康問題と保健行動に重要な影響を与える｡また､

組織的な保健行動は､個人の保健行動にも､大き

な影響を及ぼす｡両者は相互関係にある｡したが

って､職場集団での好ましい保健行動の変容には､

個人-の対人的なアプローチとともに職場集団の

強力な保健意識形成が必要であることを確認する

ことができる｡そして､職場集団の保健意識形成

には､労働組合が重要な役割を果たしたと評価で

きる｡この事実は､職場の保健活動の在 り方に示

唆を与えていると思われる｡

皿 3.4.個と組織の保健行動

健康破壊は､個体レベルで発生する｡保健行動

の主体は､個人である｡しかし､労働過程では､

個人の保健行動は制限される｡そこには､労使関

係という鋭い社会関係が存在しているからである｡

わが国の労働安全衛生法 (昭和47.6.8法律第57

守)は､その第三条に ｢事業者等の責務｣として

次のように規定している｡事業者は､ ｢単にこの
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法律で定める労働災害の防止のための最低基準を

守るだけでなく､快適な作業環童の実現と労働環

境の改善を通じて職場における労働者の安全と健

康を確保するようにしなければならない｡｣ので

ある｡ここでは事業者という表現が用いられてい

るが､これは企業 (会社)の経営責任者集団の意

思を抽象的に擬人化しているものと理解する｡し

たがって､法律は経営側の組織としての好ましい

保健行動を期待しているといえる｡また､個とし

ての労働者には､ ｢労働災害を防止するため必要

な事項を守るはか､事業者その他の関係者が実施

する労働災害の防止に関する措置に協力するよう

に努めなければならない｣ (同法第四条)と定め

られている｡この法律では､労働者の主体的でか

つ自発的な好ましい保健行動は期待されていない

といえる｡

N新聞社の経過でも明らかなように､健康管理

が会社 (事業者),労働者 (労働組合),産業医

(会社内部の専門家)そして健康診断施行担当医

療機関 (会社外部の専門家)の四者の協力 ･協同

の事業となったところで成果をあげている｡法律

の規定だけに依存して､自律的な事業者の好まし

い保健行動を期待するのは実効に乏 しい｡この法

律の規定は､これ以下ではいけないとする最低基

準の遵守規定である｡とくに､技術革新下で変貌

めまぐるしい労働実態のもとでの健康破壊を予防

するためには､自律的な保健行動に期待をせざる

をえないのが実情である｡

侠健行動論的には､個と集団の両面の保健行動

についての検討が必要と思われる｡これまでは､

個としての保健行動論が中心で､組織的な保健行

動論の展開がない｡個としての保健行動は､社会

関係のもとで行動の規制を受けるという限界をも

っている｡とくに､労働過程での保健行動は､労

使関係のなかで厳しく規制される｡また､健康破

壊の必須要因は､社会構造の内部に存在する社会

的な要素の寄与が大きい｡これには､個としての

対応だけでは問題の発生を予防することも､問題

解決することも不可能に近い｡そして､組織的な

保健行動は､事業者と労働者との立場の違いが保

健行動を規定し両者の行動の違いとして蓑出して

くることは避けられない｡個の保健行動論に依拠

すると､健康問題の発生は､全て個としての保健



行動に問題があることになる｡すなわち､個とし

ての保健行動論は､病気の自己責任論に帰結する

論理を内在している｡

労働過程での健康管理事業は､個としての労働

者の好ましい保健行動が自律的にとれる自由が最

大限に保障されていなくてはならない｡そのうえ

で､対等 ･平等で健全な労使関係のもとに労資が

適度な距離を保って協力 ･協同し､組織としての

好ましい保健行動として取 り組むべき職場づくり

の具体化の一つであると考える｡

Ⅲ.4.労働過程における保健対策の検討

虹･4.1.労働の変化に対応した保健行動の確立

の必要性

これまでに､労働者の健康問題の構造が変化し

てきていることを､労働の変貌と健康破壊現象の

両面から実証してきた｡これを新聞紙面制作部門

について表示したものが､図皿･4- 1である｡

図Ⅲ.4-1 科学 ･技術革新による労働の変化と健康問題の変容

活 字 モノタイプ

ME革命

コンピュータ化

鉛 版 写真植字 ホット･タイプ→コ→レド･タイプ

且 亜

鉛暴露 静的筋労作

肉体的労働負担 神経 ･感覚労働負担

J l

鉛中毒症 頚肩腕障害

背腰痛症 鉛中毒症

且

静的 ･強迫的労働負担

神経 ･感覚,精神的労働負担

l

VDT障害

テクノストレス症候群

労働態様の変化によって､労働者の労働負担の

質的な変化が起きている｡健康破壊の ｢素因｣の

変化である｡活字 ･鉛版時代には､鉛暴露による

鉛中毒と鉛等の重量物取 り扱いによる筋 ･骨格系

-の過重負担で背腰痛の発生が労働者の健康破壊

として問題であった｡次に､活版印刷の技術革新

の時代を迎えると､自動鋳造植字枚や写真植字校

の導入が進んだ｡この段階では､鉛中毒の危険に

ついては引き続いたまま､テープさん孔作業や写

植作業の静的筋労作と神経 ･感覚負担労働の増大

により､頭肩腕障害の発生が問題となった｡そし

て､コンピューターの導入の時代になるとキーパ

1/チャーなど入力作業者の預肩腕障害が問題とな

った｡コンピューター化の今日的段階であるCTS

化により､活版印刷工程はなくなった｡この段階

では､鉛の問題はなくなってVDT労働に伴う日

の障害や頚肩腕障害および精神的健康障害等が健

康問題の中心となってきた｡

しかし､労働負担を健康破壊に導く｢必須要因｣

には､質的な変化はない｡すなわち､資本主義的

生産構造に必須要因がある｡健康問題をさまざま

なかたちで表出させる ｢拡大要因｣は､個体側の

内部環境や､労働生活と家庭 ･地域生活などの外

部環掛 こ変化が起きているので､多様的かつ多重

的な構造になってきている｡

労働負担の変化に対応した､健康破壊の変化が

ある｡そこには､狭義の身体的健康破壊から精神

･神経系の健康破壊に変化している潮流を認める｡

健康状態不良感を自覚する要素は､疲労感と多彩な身

体の自覚症状の出現によると推定できる(付表.2-8)｡

しかし､これらの身体的自覚症状は､精神･神経系の自

覚症状との相関が高いことが確認されている(付表.1-

12,表札1-14)｡とくに窺扇腕症状や日の疲労症状等

の身体症状は､精神･神経系の労働負担との相謁が高い

といえる｡これらの証拠により､精神･神経負担労

働が疲労現象を介して､健康不調ないし健康破壊に

連動していると推定された(付表.2-4,付表.,2-8)｡

この健康破壊は､精神 ･神経系に対する外部環

境要因の作用によって発現してくる内部環童の反

応として理解できる｡現象的には､心身症的傾向

を強めているようにもみえる｡しかし､従来の心

身医学の定義する必身症とは異なったプロセスと
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とメカニズムによる健康破壊状況が出現している

と考えられる｡

心身症の定義は､日本心身医学会の ｢心身症の

治療指針｣によると､ ｢身体症状を主とするが､

その診断や治療に､心理的因子についての配慮が､

とくに重要な意味をもつ病態を心身症と呼び､こ

れを心身医学的な治療の主要な対象とする｣(F心

身医苧-基礎と臨床-』,1979.22ページ)とあ

る｡さらに､心身医学的治療の対象となるものと

して､ ｢(1)その発病と経過に､心理的因子の影響

が明らかに認められるもの｡(2)身体的原因によっ

て発病したものでも､点者の性格的な歪みや､発

病後に起こった精神的な問題が､症状を悪化させ

たり､必要以上に長びかせたりしており､心理面

からの治療を加味することによって､症状の好転

が期待されるもの｡｣としている｡

労働者の今日的健康破壊の特徴は､精神 ･神経

系に負担のかかる労働態様に起因した神経 ･感覚

的疲労と精神疲労､および局部的 ･静的筋労作に

よる労働負担での筋疲労の慢性化､加えて慢性的

精神的ストレス状況のもとに引き起こされること

にある｡したがって､心身症の定義にある ｢心理

的因子の影響｣による発病というより､精神的 ･

神経的負担そのものによる発病である｡もちろん､

発病後には鋭い労使関係のなかにあって､ ｢症状

を悪化させたり､必要以上に長びかせたり｣する

拡大要因として心理的影響を大きく受けることは

多いし､深刻である｡

また､技術革新は大量生産 ･大量消費の社会構

造を促進し､労働者の生産 ･販売ノルマが過大と

なっている｡その影響で､ ｢販売 ･事業 ･出版｣

の職場では､ ｢仕事で精神的にひどく疲れる｣者

が他の織場に比較して有意に高い30%もおり(付表.

2- 5)､ ｢仕事場の精神的ストレスが強くなっ

てきた｣と感じる者がこれも他の職場に比べて有

意に多い36% (付表.2-3)であり､タイプA行

動型の者も ｢編集局｣の職場とともに比較的多い

職場となっている(付表.2-10)｡この職場は､

新しい機械やシステムの導入がそれほどでなくて

も､ ｢仕事の流れや作業内容が大きくかわってき

た｣と感じている者が30%いるのである(付表.2

-3)0
さらに､労働に従事している期間が長くなって
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いる事実から (表 皿-1)､相当長期にわたって

有害因子を含む労働の暴露を受け続けることにな

る｡このことは､加齢とともにいわゆる成人病の

好発年齢に到ったとき､労働因子を成人病のリス

ク･ファクターとして無視できない状況となって

いることに注目する必要がある｡

このように労働負担の変化に対応して､疲労の

量 ･質の変化と精神ストレスの増強および健康破

壊現象が変化している｡今日的な技術革新の潮流

のなかで､労働過程は､かつて人類が経験したこ

とのない新しい形態になってきている｡技術革新

は､たんに新しい捷概やシステムに置き換えられ

るのではなく､労働の質そのものが変わってしま

うのである｡それに対応して､労働者の健康破壊

が全く新しいかたちで発生してきているのである｡

したがって､労働者の健康破壊状況に見合った健

康管理体制が整備される必要がある｡とくに､慢

性疲労と精神ストレスによる心身の健康影響に対

する健康診断の方法と健康支援の体制の開発が求

められている｡

皿･4.2. 健康診断と健康教育 ･健康学習による

一 保健対策の在り方

健康不調ないし健康破壊は､主体に自覚され健

康不調が主観的に認識されるものと､自覚的には

認識されないが客観的には健康障害の存在や進展

が認知されるものとがある(付表.2-8)｡さら

に､自覚症状として認識される健康不調は､これ

までの客観的医学検査として定式化されている血

液生化学などのスクリーニング･テストに反映す

るとは限らないことも確認された｡ (表 m.1-12,

表 皿.1-14,付表.1-18,付表.2- 8)｡逆に､

血液生化学などの客観的医学検査で捉えられる異

常は､必ずしも自覚症状に現れているとは限らな

いこととも確認することができた (付表.1-18,

付表.2-8)0
この事実の確認は､保健対策の標的を絞る上で

の重要な示唆を得たと考えている｡なぜならば､

現段階ではいわゆる客観的とされる医学的検査の

スクリーニングの網にはかからなしが､頚肩既障害に代

表される疲労性健康破壊とか精神疲労や精神ストレ

スによる精神的健康不調等は､深刻な労働者の健康

破壊の保健対策上の課題となってきているからで



ある｡また､さまざまな心身の健康障害の広がり

の裾野の部分で､いわゆる医学的検査では異常が

確認されないが症状の自覚もしくは日常生活の面

では苦痛や不便 ･障害が現れていることも多い｡

この事実を的確に把握して正当に評価し､保健学

的な対応をしていくことは健康問題の所在を明確

化するためにもそして重症化予防のためにも重要

な課題となっていると考える｡

自覚症状として認識できる健康不調に対しては､

保健指導により働き方や暮らし方の自律的な調整

と自覚症状の消長とを関連させて体験学習してい

くのが効果的と考える｡自覚される症状は､初期

の段階においては疲労やストレス徴候の自覚症状

をふくめて心身の健康破壊の警告反応である｡そ

の自覚主体が､信号の意味について認識していな

ければ､折角の警告信号も意味をもたないただ不

快で苦痛な症状としてしか自覚されない｡場合に

図%.4-2 VDT健康診断実施モデル

よっては､本人はもとより周辺の人々から精神の

弛みからきているのだという ｢気の持ちよう｣や

｢気のせい｣とか ｢怠け病｣の問題として認識さ

れてしまう｡保健学的対応としてほ､そこで休養

などの対処が要求されているにもかかわらず､さ

らに疲労や精神的ストレスを増強するような ｢頑

張 り｣を発揮し､ ｢過労死｣に象徴される健康破

綻を招くことにもなる｡学習の捺会としてはこ健

康診断の際に収集される自覚症状について健診時

に個別教育し､さらに事後指導として集団的に教

育して学習させることが効果的と思われる｡

この考えに基づいた健康診断として VDT作業

者特殊健康診断を取 り組んだ｡頭肩腕障害 ･背腰

痛特殊健康診断の経験を生かして､図皿.4-2に

示した ｢VDT健康診断実施モデル｣を試案し実

施してみた｡

今回は特に問題なし) 要精査
A,

VDT健診用質問票
- 且-
l

測定検査 1.-身長 .体重.2. 血圧,3. 視校陀検査 (20a,50̀Ⅶ,5m),4. タッピング,5. つまみ
力,6. 握力 7. 背筋力,8. エキスパンダー,

J也 9. 運動 .伸展テスト

M edical SoPialWorkerによる面酎

t也 VDT健診用質問票をもとに労働と生活および自覚症伏労働衛生教育(集合) と保健行動の把握,検査成績等をもとに保健相談 .指導
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VDT健診は､集団健診として一般的におこな

われる検査を主体としたスクリーニング･テスト

に馴染まない｡それは､この健診の仕事は､視枚

能検査も重要な要素であるが､自覚症状を主要素

とした病態特性をもつ頚肩腕障害と視覚器の疲労

などの疲労症状およびストレス徴候などを捉えて

評価するという特徴を持つものだからである｡そ

こで､受診者一人当たり約10-20分をかけ､記入

された自覚症状や労働条件､生活条件､保健行動

等の情報を面接でチニックしてより正確な情報に

高め､諸検査結果のデータ等とともに､その場で

リアルタイムに評価をしながら､健診の流れの中

でショウト･カウンセリングをふくめた保健相談

および保健指導と保健教育を実施した｡面接と指

導は､健康問題の社会的背景を観察して調整する

という観点から､医療ソーシャルワーカーの論者が

担当しておこなった｡当然､健診日的であるVD

で労働の健康問題から逸脱した問題も発見される

が､可能な限 りそれもとりこんで対応した｡

健診の成績の推移からいえることは､CTSが本

格的に稼動して VDT労働の負担が増大した後も

目立った健康状腰の悪化が認められなかった (義

皿.117,表R.1-ll)｡さらに､88年9月のV

DT労働健診の結果を含めて概括して評価してみ

ると､頚肩肺障害の自覚症状や日の疲労の自覚症

状などのスコアが低下しており､総合判定でも改

善している者が多くなっている (表 皿･1-16.義

皿.1-17,表 皿･1-18,表皿･1-19,図皿･4-3)｡

これは､個としての保健行動による改善とともに､

-連続 VDT作業時間と一日の VDT作業時間を

短縮するなどの作業改善がなされるなど組織的な

対処が､効果をあげたと考えられる｡何よりも､

労働組合の提起でまだ一般化していない VDT健

診を実施し､かつその受診率もほぼ 100%である

ということは､健康問題に対する組織的な対処行

動の水準の高さを証明している｡これは､労働に

起因する VDT健康障害の予防には､個の保健行

動より労働過程での保健的な作業条件や職場環境

づくりなどの組織的な保健行動が優先するという

特性を反映している｡また､保健的な作業条件や

職場環境づくりに成功すれば､ VDT労働の健康

障害は予防ができることを証明しているといえる｡

表Ⅱ.1-16 N新聞社VDT健診総合判定結果 (19光年9月)N-61

評 価 A 改 善 B変化なし C 悪 化 合 計

1. 異常なし 35 〔8〕 8 - 43 (70.5)

2. 要 観 察 4 〔22〕 5 0 9 (14.8)

3. 要 注 意 0 〔31〕 7 2 9 (14.8)

4. 要 治 療 - 〔o〕 o 0 o (0.0)

合 計 39 (63.9) 20 (32.8) 2 (3.3) 61 (1∝l.0)

(注) 1.単位 :人､ 〔 〕内1985年の人数､ ( )内%
2. 1985年健診の総合判定結果との比較

表Ⅲ.1-17 N新聞社VDT健診視機能判定結果 (1988年9月) N-61

評 価 A 改 善 B変化なし C 悪 化 合 計 非二次健診

1.逮 1 〔6〕 5 - 6 (33.3) 〔15〕 (34.8)

2.要注意 3 〔5〕 3 1 7 (38.9) 〔9〕 (20.9)

3.要精密 - 〔7〕 4 1 5 (27.8) 〔19〕 (44.2)

合 計 4 (22.2) 12 (66.7) 2 (ll.1) 18 (100.0) 43 (100.0)

(注) 1･単位 :人､〔 〕内1985年の人数､ ( )内%
2. 1985年健診の総合判定結果との比較
3･ 1988年は質問票でスクリーニングし､二次健診で視椀能検査を実施
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表Ⅲ.1- 18 N新聞社VDT健診の頭肩腕障害 ･目の疲労自覚症状の推移 (N-67､8)

日 の 疲 労'86 ES '88*昏 肩 腕 障 害 ス コ ア 且 ス コア ± ス コ ア 甘 計

ス コ ア 且 18 (26.9) 1 (1.5) 8 (12.0) 27 (40.3)

ス コ ア ± 10 (14.9) 3 (4.5) 5 (7.5) 18 (26.8)

ス コ ア 甘 10 (14.9) o(0.0)- 12 (17.9) 22 (32.8)

単位 :人､()内申

表皿｡1-19 N新聞社VDT健診の簸肩腕障害 ･目の疲労自覚症状スコ7の推移

88*甘86年 N6人 穿 肩 腕 障 害 ス コア N6人 日 の 疲 労 ス コ ア'88年 ヰ '86年 '88年 ヰ '86年

A 27 5.6士 5.20 12.4± 10.15 38 5_7± 5.20 13.1±11.97

± 18 2.3± 4.14 4 0.5j=5.20

廿 22 9.0士 8.00 3.4± 3.78 25 17.2±10.73 10.0± 8.36

計 67 5.9l+ 6.65 6,8± 8.46 67 9.7± 9.64 ll.2±10.74

±-標準偏差

図m4-3 N新聞社VDT健診二次健診 (1988.9)受診者の指標関連 (N-23.♂)

r-0.2946

∫-0.1200

頚肩腕障害スコア
9.2±6.05

r-0.9238**

身体症伏
10.9±8.02

目の疲労スコア
15.5± 11.19

∫-0.1619

**

∫-0.6133

I-0.1425

I *
∫-0.4454

:±7.80]J ｢上空 l

動17.01 タイプA行動 うつ傾向10.8±8.62 16.0±7-48

｣

精神症伏
7.7±8.26

･X･※P<0.01,･X･P<0.5

ス トレス
3.1±3.62
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一般的に行われている従来の健康診断では､自

覚症状を評価して健康問題の早期対応に役立てる

ということは不十分である｡それは､これまでの

健康診断が内臓疾患を中心とした健康破壊にのみ

照準が合わされているので､スクリーニング検査

成績に依存した形態となっているためである｡総

合健診の究極である人間ドックもこの延長線上に

設定されているために､内臓疾患と関連すると思

われる自覚症状以外はほとんど無視されているの

が現状と思われる｡これでは､今日的な労働者の

健康破壊を､総合的に評価するには不充分である

ことはすでに証明してきたとおりである｡自覚症

状を主要素とした疲労性の健康破壊とストレス関

連の疾患は､見逃される可能性が高いといえる｡

私たちが試みた VDT作業者健康診断のモデル

は､自覚症状を主体とし健康障害や疲労およびス

トレスなどの精神健康問題にアプローチする方法

としてだけでなく､社会生活環境との関連の高い

成人病健康診断などにも十分に応用ができるとい

う印象をもった｡-人当たりの健診にかかる時間

が長 くなることはあるが､人間の生命と健康を尊

重する立場から時間と費用の投資は必要経費と考

えるべきであろう｡したがって､職場の健康診断

の在 り方と健康教育の方法について､再検討が必

要となってきているといえる｡

皿･4.3. 職場での健康問題解決行動の促進対策

職場での健康問題解決には､健康問題の発生す

る徴候を何らかの情報としてキャッチしたならば､

個としての問題の解決とともに､ただちに健康調

査､健康診断等により職場の健康問題の質と量を

測定し､健康問題の明確化をすることから出発す

るのが原則である｡そして､作業改善 ･環境改善

をおこなった上で､健康教育 ･健康学習などによ

り個および組織的な健康問題解決の行動化が図ら

れることになる｡

N新聞社の場合には､組合員 3人が鉛中毒と診

断されて治療を受けているという情報をつかんだ

労働組合が､医療機関の働きかけもあって直ちに

関係職場の健康アンケート調査を実施したり､自

主健診を取 り組んだ｡職業病のような健康破壊で

は､一人の羅病者が発見されると他にも擢病者が

潜在していると考えて点検するのが予防対策の定
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石である｡それは､羅病者と同じ職場の労働者は

みなおなじ健康破壊因子に暴露されている可能性

が高いからである｡しかし､個体差があって健康

被害の現れ方はひとりひとり違うし､労働実態と

しては同じ職場だからといってみな同じ仕事をし

ているともいえない｡疫学的な調査で被害の実態

を明らかにしなくてはならない｡しかし､会社は

この取 り組みを怠った｡

労働組合は､独自の調査で明らかになった健康

問題について直ちに問題解決の行動をおこしてい

る｡まず､時間内通院や医療費の補償問題に取 り

組み､羅病者q)受療行動をサポートした｡労災補

償問題と取 り組むためには､職業病である根拠を

医師の診断だけではなく職場実完封こ基づいて立証

しなくてはならない｡そのためには､病気につい

ての学習が必要となる｡労働組合として専門家を

招いて学習会を開き､職場集団として病気の理解

を深めた｡

この問題解決行動のパターンは､背腰痛の問題

発生のときも､頚肩肪障害のときも共通している｡

そして､被害者個人の救済の取 り組みは､職場の

予防の取 り組.みに連動していたことに注目したい｡

なぜ健康被害者が出たのかを明らかにする過程で､

職場の点検が展開され発見された問題点は直ちに

職場改善の要求に取 り上げられて､改善を実現さ

せた｡1974年に､鉛,背腰痛,頚肩肺障害の特殊

健康診断を会社健診として､労働組合 ･会社 ･産

業医 ･健診受託医療楼関の四着で協議して行うシ

ステムを確立した｡さらに､特殊な職業病の問題

から健康問題全般にわたって､点検が行われると

いう問題解決行動の広がりがみられた｡そして､

それは1976年には会社の一般定期健康診断も特殊

健診と同じシステムで行うことにより､健診内容

の充実と受診率の向上を実現させた｡

この労働組合の動きをみると､まず ｢拡大要因｣

をとらえて､この問題解決のための行動をおこし

ている｡この問題解決の行動のなかで､職業病の発

生や健康管理の企業責任を追及するという｢必須要

因｣対策の行動を展開している｡｢素因｣対策につ
いては､ ｢素因｣が技術革新のなかで変質していき､

つぎつぎと新たな対応が迫られたが､機敏に対応

して問題解決の努力が継続されている｡

この経過から､受療行動への支援などの個人-



の支援行動から､職場集団の健康破壊の予防行動

-､そして職業病などいわゆる特殊な健康破壊か

ら成人病などいわゆる一般的な健康破壊の問題-

と展開していった行動特性を確認することができ

る｡この一連の行動の動機づけは､具体的な健康

破壊の発生要因を集団的かつ組織的に学習し問題

を明確化して､被害の可能性を共有していること

を認識したことによると考える｡また､職業病の

ような労働因子の関与が明白な健康破壊を学習す

るなかで､いわゆる一般疾病と呼ばれる健康破壊

においても労働因子の関与が大きいことを帰納法

的に学んで､健康安全の要求が高まったと考えら

れる｡これは､組織的な好ましい保健行動の動機

づけとしては強力であるが､被害者を出した後の

後追い対策である｡しかし､具体的な問題解決課

題に動機づけられた主体的なL健康学習が､強力な

行動化のインパクトとエネルギーを供給すること

は確認できる｡

労働者の健康保護責任は､労働安全衛生法の定

めにより､事業者にある｡しかし､生命と健康を

保持 ･増進させる主体は､労働者である｡自らの

生命と健康の問題を､他者任せにしておくわけに

はいかない｡したがって､こと健康問題に関して

は常に労使関係に一定の緊張状態を保ち､双方の

学習と相互点検を怠らないようにしておくことが､

職場での健康問題の解決行動を促進するために必

要であると思われる｡

皿･4.4. 労働生活のゆとりづくり

『技術革新下における労働生活と健康管理に関

する調査』の結果によると､仕事が ｢きつくなっ

た｣と感じている著が､全体で28%であり､ ｢ら

くになった｣はわずかに6%であった (付表.2-

1)｡新しい機械やシステムの導入の激しい職場

である ｢工務局｣では24%が､余 り仕事上の変化

のない ｢販売 ･事業 ･出版｣では40%が､ ｢きつ

くなった｣と感じている (付表.2-3)0 ｢きつ

くなった｣と感じる内容としては､ ｢年休が消化

しにくくなった｣と感じている者が39%､ ｢残業

が多くなってきた｣とする者が27%であった (付

表.2-2)｡職場別では､ ｢年休が消化しにくく

なった｣は ｢工務局｣では34%であったが､ ｢販

売 ･事業 ･出版｣では52%であった｡｢盛業が多

くなってきた｣のは､工務局では19%だが､ ｢販

売 ･事業 ･出版｣では36%であった｡

これは､直接に技術革新の影響で労働の変化し

ている職場も､間接的な影響で労働強化になって

いる職場でも､仕事に ｢ゆとり｣がなくなってき

ていることを表していると思われる｡この ｢ゆと

り｣のなさは､ ｢精神的ストレス｣や ｢精神的な

疲労｣そして ｢健康状態不良感｣｢疲労感｣｢蓄
積疲労感｣におおきな影響を与えている (蓑 皿･1

-12,表 皿･1-14,表 皿･1-15,付表･2- 3,付

表.2-5,付表,2-8)0 ｢工務局｣のような労

働形態の職場では､残業は余 り多くはならないが

労働密度の高くなるかたちで労働強化になる職場

である｡｢販売 ･事業 ･出版｣は､労働密度も高
まるが､労働時間が長 くなる形態で労働強化が起

きる職場である｡

労働生活の ｢ゆとり｣のなさは､タイプA行動

のような行動特性をつくるのではないかと考えら

れる｡｢販売 ･事業 ･出版｣と ｢編集局｣は､他
の職場に比較してタイプA行動傾向の強い職場で

あった｡反対に ｢工務局｣は､タイプA行動傾向

の弱い職場であった｡これは､労働形態の影響を

受けて習慣化された行動習慣と思われる｡ VDT

作業に転換 した ｢工務局｣でも､タイプA行動傾

向が高まってきているのではないかと観察される｡

このタイプA行動傾向は ｢精神的ストレス｣｢精
神的疲労感｣｢身体的疲労感｣｢精神症状｣｢身
体症状｣｢総コレステロール｣等との相関がみと
められた｡このことは､ ｢ゆとり｣のないせかせ

かした労働生活が､ストレスや疲労さらには健康

破壊に影響していることを示唆している (表 皿.1

-12,表皿.1-14,付表.1-16)0

したがって､現代労働生活のなかでの ｢ゆとり｣

づくりは､保健対策として重要であるといえる｡

絶対的労働時間の長さと相対的労働時間の問題と

しての労働密度､そして労働負担の質と量の問題

を再検討して労働生活の ｢ゆとり｣づくりをする

必要がある｡まず､いわゆる長時間労働と過密労

働の解消の対策がなされなくてはならない｡この

実現は､たんに健康破壊の予妨に止まらず､労働

者の生活の質の向上と自己実現の問題でもあり､

人間としての生き方にも関わっている課題である

といえる｡
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Ⅳ 総 括

Ⅳ.1.本研究で証明できた課題

本研究で明らかにできたことは､次のとおりで

ある｡

1.新聞労働者の労働形態,労働態様は､最近10年

間で大きく変化してきた｡とくに､新聞紙面制作

の工程の､技術革新が目立っている｡鉛作業を伴

う活版印刷工程はなくなって熟陳労働が崩壊し､ い

わゆるCTS(ColdType-SettingSystem or

ComputerizedType-SettingSystem)化によ

りVDT(VisualDisplayTerminal)労働が中

心となっていることが明らかになった｡i

2. この労働の変化に伴って､労働者の健康破壊

の問題も変化してきたことが証明された｡すな

わち､活版印刷時代には鉛中毒と重量物取 り扱

いによる背腰痛の問題､写真植字やコンピュー

ターの導入期には雲頁宿駅障害の問題､そして新

聞制作の技術革新の象徴であるCTS化のもとで

は VDT労働による健康障害が問題となった｡

労働負担の量とともに質が労働者の健康に影響

を与えていることが明らかになった｡

3. VDT労働に象徴 される今日的労働では､精

神 ･神経疲労,精神ストレスおよび頚肩腕障害

の問題が主要な健康問題となることが明らかに

なった｡そして､これらの問題は､身体的健康

破壊とも強く関連していることの示唆を得た｡

4. VDT労働に直接従事しない部門の労働者に

とっても､VDT労働に象徴される労働システ

ム化のもとでは､労働強化のかたちで影響を受

けていることが明らかになった｡

5. これらの健康破壊現象に対応する操健対策の

基本は､従来から整理されているように職場で

の作業改善､労働環境改善そして健康管理であ

る｡しかし､技術革新下での労働の変化による

健康影響については､専門家も未知であり､改

善や管理方法の定式化はできていない｡だが､

会社､労働者 (労働組合)､労働衛生専門家等

の共同事業として取 り組めば､改善や予防に実

-54-

効のあがることが示唆された｡

6. 従来の血液,尿,エックス線投影などのスク

リーニング･テストを中心とした健康診断では､

こうした労働の変化に対応する健康問題への対

処は難しいことが明らかになった｡精神 ･神経

疲労や精神ストレスをベースにした健康破壊は､

まず自覚症状に発現してくるので､こうした問

題をフォローできる健康診断の開発が求められ

る｡

7. したがって､健康診断では生理検査や臨床検

査成績にあらわれる健康破壊と､自覚症状にあ

らわれる健康不調や健康破壊の両面から健康問

題をチニック･アップし指導と援助ができる健

康管理体制の確立が求められていることが明ら

かになった｡

8. さらに､労働者の中 ･高齢化のもとで､受診

率を高めたり事後指導を強化しても従来の健康

診断では習慣病とも呼ばれているいわゆる成人

病のコントロールにも不十分であることが明ら

かになった｡すなわち､スクリ-ニソグ･テス

トで10年前にチニック･アップされた者は､10

年後にもやはりチニック･アップされるレベル

にあり､かつリスクを高めている傾向の者もい

ることがわかった｡ここでは､健康管理の方法

として､管理の強化ではなく､主体的な保健行

動の変容を迫るアプローチが要求されている｡

9. 労働過程においては､労使関係という緊張し

た関係が支配しているので､一個人としての保健

行動には限界がある｡健康問題の解決行動とし

ては､事業者 (会社)側と労働者 (労働組合)

側の組織的な保健行動が重要な意味をもつこと

が明らかになった｡そして､労働過程において

好ましい対処行動を実現させるには､労働組合

の組織的な保健意識の形成と行動が大きな役割

を果たすことが明らかになった｡

10.職業病に象徴される労働者の健康破壊は､事

業者と労働者の組織的な問題対処行動がとられ

れば､問題解決を容易にしたり､健康問題の発

生を予防することが可能であることが示唆され

た｡



ll.労働者の健康破壊を予防する今日的課題は､

労働生活の ｢ゆとり｣づくりにあることの示唆

を得た｡

Ⅳ.2.今後の課題

今後に残された研究課題としては､つぎのよう

な課題がある｡

1.技術革新が引き続 くなかで､新技術の導入に

おける労働者-の健康影響について､--ドウ

ェアーとソフトウニァ-の両面からのアセス

メントの方法と社会的システムの確立が必要

である｡この評価方法と評価システムについて

の保健社会学的検討ができなかった｡これは､

今後の研究課題である｡

2.労働過程における精神 ･神経疲労と精神スト

レスと心身の健康破壊の関連を確認したが､こ

れらに対する対処方法についての検討が残った｡

対処方法としては､多重的に検討して提示され

なくてほならないが､必須要因対策として社会

関係のもとでの対処方法についての提案は､今

後の課題になった｡

図Ⅳ.2-1 労働者の健康生活環境モデル

3. 技術革新による労働変化が､労働者の健康破

壊の社会的因子として労働者の健康にどのよう

な影響を及ぼすか､高齢に達した時にどのよう

な結果をもたらすのか､そしてまた ｢個として

の保健行動｣と ｢組織的な健康問題対処行動｣

がこれにどのように対処していけるのかその可

能性と限界についての前向きコホート調査が必

要である｡この課題は､本研究の継続的な研究

課題である｡

4. また､労働者の健康生活環境をモデル的に示

せば図lV.2-1のようになる｡したがって､労

働者の消費生活の場である家庭生活や地域生活

の側から､技術革新にある労働生活が家庭や地

域での健康生活にどのような影響をおよはして

いるのかを明らかにしていかなくてほ､労働者

の健康破壊の全貌はつかめない｡このアプロー

チは､今後の課題として残った｡

健 康 生 活 環 境

㌦ 』

-⇒>くさ=コ-==⇒><Ⅰ=========- 職域社会 - 1 外 部 環 境 l器包茎 重 量⊂⇒¢⊃地域社会

( こ こ ろ f忌 ↑ ↓琵 一 か ら だ
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付論.一般健診ど85年調査の結果と分析

｢一般定期健康診断｣およびF技術革新下にお

ける労働生活と健康管理に関する調査 』 (1985年)

の成績と分析については､ ｢肌 調査結果と考察｣

の展開の流れからみて倍増と考え､付論で述べる

こととした｡

付.1.一般定期健康診断成績の分析

付.1.1. -般定期健診 (春季)年次別受診状況

N新聞社では､春季と秋季の年2回の一般定期

健康診断が､集団健診の形態で実施されている｡

分析の対象としたのは､春季 (5月実施)定期健

康診断である｡

一般定期健診 (春季)年次別受診状況は､付表.

1- 1に示した｡10年間平均96%という高い水準

の受診率で推移してきたことが認められる｡

なお､女性は､少数なので分析には男性のみの

データを用いた｡以後､とくに断らない限 り男性

のみのデータである｡

付.1.2. 自覚症状

自覚症状は､診察に先立ち予め質問票に受診者

が回答を記入しておき､健診医はそれをチニック

することで問診にかえている｡この問診票は､1985

年以前のものは保存されていなかった｡1986年以

付表.1-2 自覚症状 - その1(疲労症状等)

付表.1-1 一般定期健診 (春季)
年次別､受診者数 ･受診率

年 次 対象老人 受診老人 受診率%

1976年 1,147 1,105 96.3
77 1,108 1,063 95.9
78 1.081 1,022 94.5
79 998 953 96.5
80 961 932 97.0
81 945 916 96.9
82 953 923 96.9
83 948 ~917 96.7
84 904 864 95.6
85 896 859 95.9
86 888 859 96.7
87 898 852 94.9

降が資料として利用可能であった｡1986年と1982

年の問診票から自覚症状を分類して拾い出し､比

較してみた.

自覚症状についての成績は､付表.1-2に疲労

症状を､付表.1- 3に神経 ･感覚等を､付表.1-

4に呼吸器 ･消化器系等を､付表.1-5に筋 ･骨

格系について示 した｡

付表.1-2をみると､ ｢つかれやすい｣は､86

年て31.8%である｡他の症状では､ ｢身体的な疲

れ｣が29,7%､ ｢精神的な疲れ｣が 26.5% ｢精神

的ストレス｣が26.5%であった｡

付表.1-3では､ ｢視力が低下した｣が82年で

は 34,5%であったのが86年には52.9%と有意 (P

問診票質問項目 (疲労症状等) 1986年 1982年
^ % ^ %

N 660 100.0 472 100.0

1 つかれやすい 210 31.8 165 35.0
12身体的な疲れを感じることが多い 196 29.7
11精神的な疲れを感じることが多い 175 26.5
10精神的なストレスを感じることが多い 168 25.5
2 風邪をひきやすい 129 19.5 77 16.3
3 もの忘れしやすい 125 18.9 70 14.8
4 根気がない 111 16.8 70 14.8
6 いらいらしやすい 107 16.2 50 10.6
9 ねつきが悪い 78 11.8
7 不安になりやすい 54 8.2 28 5.9
8 悪い夢をしばしはみる 31 4.7 14 3.0

--1982年の質問項目にないので算出できない項目｡
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0.001)にかつ顕著に増大していることが認めら

れた｡

付表.1- 4では､ ｢酒が弱 くなった｣と訴える

者が82年の31.6%から86年には40%と顕著に増加

付表.1-3 自覚症状 - その2 (神経 ･感覚等)

しており､T-testでP<0.01の有意差が認められ

た｡

付表.1-5では､ ｢クビや肩がこりゃすい｣が

86年で48.2%､ ｢背や腰がこり､痛む｣が86年で

30.3%と高い訴え率を示した｡

問診票質問項目 (神経 .感覚等) 1986年 1982年
^ % ^ %

N 660 100.0 472 100.0

13頭痛 .頭壷感がある 55 8.3 39 8.3

15視力が低下した 349 52.9 163 34.5
16物が二重にみえる 84 12.7 37 7.8
22めまいがする 36 5.5 24 5_1

21聞こえにくくなった 68 10.3 39 8.3

付表.1-4 自覚症状 - その3 (呼吸器 ･消化器系等)

問診票質問項目 (呼吸器 ･消化器系等)
1986年 1982年

人 帝 人 弔

N

23 酒が弱くなった

25 たんがよくでる
26 せきがよくでる
27 血たんがよくでる
28 息苦しいときがある

29 胸に痛みを感ずる

33 下痢をしやすい
30 胃の調子が悪い
31食欲がない (ときどき)
34 便秘をしやすい
32 腹痛がする (ときどき)

35 痔になりやすい

37 アレルギー体質である
36 皮膚が荒れやすい

0

0

5
1
8

9

1

7
7

4
8

4

3

5
6

0

0

0
2
0

7

9

4
7
2

1
1

2

1
3

0

4

2

1

2

1
1
1

1

2

2
1

1

0

4

5
0
5
2

0

3
7
2
8
5

7

2
0

6

6

3
8

5

6

6

1
8

7
7

4

4
9

6

2

1

1
1

1

1

2

9

4
3

2
0

1

4
7
8

9

4

9

1
7

7

4

1
5

3

4

9
6

4
4
4

7

9
5

4

1

1

100.0

31.6

24.2
ll.2
0.4
6.4

8.5

9

2
2

4
3

9
4
0
0
9

1
1
1
1

付表.1-5 自覚症状 - その4 (薪 ･骨格系)

問診票質問項目 (筋 ･骨格系)
1986年 1982年

@ ^ %

N

38 クビや肩がこりゃすい
39背や腰がこり､痛む
40肝や手が痛み､しびれる
45 関節が痛みやすい
42足がだるい､むくむ
41足が痛み､しびれる
43手 (描)がふるえる
44 物を落としやすい

0

2
3
3
7
6

1

4
7

0

8
0
8

7
7
6

4
2

0

4
3

1

0

8
0

5
1
0
0
9
8

6

1

0
5
5
5

4
2
1

6

3
2

0

4
9

6
7
3
1
9

7

0

6
3

7
5
9

5
4

1

0

4
2

1

2

9
3
6
7
4

4
3
8

7

1
1
3
2
4

2
2

4

2
1



付.1.3.血圧値の推移

血圧は､年齢相関が高い保健指標である｡付表.

1-6に76年,80年,86年の年齢階層別平均血圧

値を示した｡付表.1-7に､76年と86年のランク

別最大血圧値の人数,%,平均年齢を示した｡

付表.1-6で86年の最大血圧値をみると､39歳

以下では127･5mmHg,40-49歳では128･3mmHg,

50歳以上では133･7mflgとなっている｡39歳以下

と40-49歳では有意差が認められないが､40-49

歳と50歳以上との問には有意差 (Pく0.001)が

認められる｡また､50歳以上では､76年値,80年

値,86年値に有意差はなく､40--49歳で年々平均

値が有意に高くなっている傾向が読み取れた｡

最少血圧値では､年齢階層間の有意差は認めら

れなかった｡

付表.1-7で管理区分別の最大血圧値をみてみ

ると､ 140mmHg以下の正常範囲のものが43･1%で

平均年齢43･1歳, 141- 159mmHgの境界領域のも

のが20･1%で平均年齢45･8歳, 160mHg以上の高

血圧のものは4.6%で平均年齢46.6歳であった｡

正常範囲と境界領域以上のものとでは平均年齢に

有意差 (P<0.001)が認められた｡箪界領域と
高血圧との問では平均年齢に有意差は認められな

かった｡76年と86年では､それぞれの領域に対応

する平均年齢では有意差はなかった｡

これらのデータは､加齢に従って最大血圧値は

高 くなる傾向を示している｡とくに､40-49歳の

中年層でその傾向が原著であった.しかし､高血

圧傾向のものは血圧をコソトロールしていて境界

領域にある者も多いことが推定できた｡また､血

圧のコントロールの良くないものは､血圧値をさ

らに高めている傾向も読み取れた｡

付表.1-6 年齢階層別､年次別､平均血圧値の推移 (男)

午 最 大 血 圧 最 小 血 圧
計 年齢階層 ('86年の年齢) 計 年齢階層 ('86年の年齢)

-39 40-49 50- -39 40-49 50-

1986* 人 777 228 370 179 777 228 370 179'

年齢 43.8 34.2 45.0 53.7 43.8 34.2 45.0 53.7

SD 8.12 5,63 3.20 2.43 8.12 5.63 3.20 2.43

mmHg 129,3 127.5 128.3 133.7 81.7 79.9 81.6 84.1

SD 17.38 16.64 16.66 19.04 12.98 12.76 12.94 13.05

1980年 人 623 152 323 148 623 152 323 148mmHg 126.2 124.6 125.4 129.7 78.8 75.63 78.7 82.1

SD 16.14 14.37 16.15 17.38 ll.13 10.34 ll.49 10.17

1976年 人 679 182 332 165 676 180 332 165mmHg 123.5 121.4 122.3 128.-4 77.0 74.58 76.6 80.6

付表.1-7 ランク別､最大血圧値の比較 (1976年､ 1986年)

1986年 1976年

人 数 平均年齢 人 数 平均年齢

^ % 歳 SD ^ % 歳 SD

計 777 100. 43.8 8.12 679 100▲ 34.5 7.19

～ 140mmHg 585 75_3 43.1 8.18 576 84.8 34.1 7.07

141- 159mmHg 156 20.1 45_8 7.31 73 10.8 36.4 7.57
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付.1.4.肝機能(GOT,GPT)値,総コレステロ

ール(TC)値,尿酸(UA)値

付表.1-8に年次別,年齢階層別.GOT,GPT

値を示した｡この検査値は､肝機能障害の指標で

あるが､年次によって多少のデータの揺れが認め

られた｡したがって､年次比較の分析は適当でな

いと判断した｡しかし､同一年次内での分析には

耐えられる精度の値と思われる｡総コレステロー

ル(TC)値,尿酸(UA)値についても､同様と判断

した｡

86年の GOT値をみると､平均値では23.75で

あった｡年齢階層間には有意差はみとめられなか

った｡標準偏差が大きく､値のばらつきがすきい

ことを示した｡ GPT値についても､同様の傾向

が認められた｡

付表.1-9に年次別,年齢階層別,TC値,UA

値を示した｡これは､食習慣を反映する指標であ

る｡

付表.118 年齢階層別､GOT､GPT値の推移

午 GOT (IU/e､30℃) GPT (IU/2､30℃)
計 年齢階層 ('86年の年齢) 計 年齢階層 ('86年の年齢)

-39 40-49 50- -一39 40-ノ49 50-

1986年 人 777 228 370 179 777 228 370 179

年齢 43.8 34,2 45.0 53.7 ~43.8 34.2 45_0 53,7

SD 8.12 5.63 3.20 2.43 8.12 5.63 3.20 2.43

平均値 23.75 23.90 23.83 24.69 17.56 17.71 17.69 17.09

SD 10.53 9.18 9.97 13.00 12.00 12.66 ll.39 12,42

1980年 人 ~ 617 151 321 145 617 151 321 145平均値 20.22 19.68 20.38 20.42 18.01 17.64 18.32 17.74

SD 8.67 8.28 8.92 8.54 ll.41 ll.37 ll.30 ll_74

1976年 人 677 181 331 165 677 181 331 165平均値 26.17 25.60 26.03 27.07 20.29 20.08 19.91 21.27

付表.1-9 年齢階層別､TC､UA値の推移

午 TC (喝 / e) UA (mg/ e)
計 年齢階層 ('86年の年齢) 計 年齢階層 ('86年の年齢)

-39 40.､-49 沃)- -39 40-49 50-

1986年観察数 人 777 228 370 179 777 228 370 179
年 齢 43.8 34.2 45.0 53.7 43.8 34,2 45.0 53.77

SD 8.12 5.63 3.20 2.43 8.12 5.63 3.20 2.43

1986* 人 766 226 365 175 766 226 365 175平均値 196.5 187.3 199.5 202.4 6.22 6.24 6.22 6.18

SD 36.08 35.53 36_18 34.49 1.33 1.38 1.33 1,27

1980年 人 616 151 320 145 615 151 320 144平均値 182.0 177.8 181.9 186_7 6.25 6.19 6.28 6.24

SD 33.61 35.43 32.05 34.65 1.39 1.34 1.39 1.43

1976年 人 677 181 331 165 677 181 331 165平均値 191.3 186.5 191.1 197.2 4.87 4.88 4.87 4.84
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TC 値においては､86年で39歳以下と50歳以上

で平均値の有意差 (P<0.001)が認められた｡
しかし､40-49歳と50歳以上では有意差は認めら

れなかった｡UA値では､各年齢階層間に有意差

は認められなかった｡GOT･GPT値,TC値,UA

値は､異常値のものはいつも異常値として高値を

示していることが示唆された｡

付.1.5, -マトクリット(Ht)値,-モグロビン

(Hb)値

付表.1-10に年次別,判定分類別にクロスした

-マトクリット値を示 した｡76年値でみると､Ht

値39%以下のものが18.3%もいた｡しかし､85年

には7.1%に減少した｡

付表･1-11に年次別,クライテリア別にクロス

した-モグロビン値を示した｡-マトクリット値

と同様に､76年には19.0%の異常率であるが､85

年には8.8%に減少した｡

-マトクリット値および-モグロビン値の低値

は､貧血症を示唆しているとされる｡この集団で

貧血症を誘発する原因としては､鉛の暴露による

影響が大きいと考えられる｡そこで､鉛暴露体験

および職場別の指標でこれとの相関を検討してみ

た｡しかし､鉛暴露群に､貧血が多いとする証拠

は見出せなかった｡

付表.1-10 ヘマ トクリット値 (1976年､1985年)の比較

Ht 1976年 計愉 平均45_19±3.953 (N-676)

1985年平均45.74±3.098OJ-765) 値 - 39 40 -

- 39 18 - 4.0 14 1 3.1 32 人 7.1%

40- 65 T 14.3 356- 78.6 421人 92.9%

-改善 ･悪化なし､1悪化､†改善

付表.1111 ヘモグロビン値 (1976年､1985年)の比較

Hb 1976年 計(g/dD 平均 15.32±2.174 (N-676)

1985年平均 15.24±1.121(N±765) 値 - 13 14 -

- 13 21- 4.6 19 1 4.2 40 人 8.8%

14- 65 T 14.3 348 - 76.8 413 人 91.2%

-改善 ･悪化なし､1悪化､ †改善

付.1.6 属性 ･保健行動 ･自覚症状指標の相関

分析

問診用質問票および健診検査データから分析指

標を作成して名義尺度.間隔尺度および比尺度化

し､ピアソン相関係数を用いて相関分析を試みた｡

付表.1-12に86年資料による指標に投入したサ

ンプル数を示した｡各指標の説明は､該当指標の

項で述べる｡

付表.1-13に86年資料による属性 ･保健行動 ･

自覚症状指標の相関分析を示した｡

まず､年齢との相関をみると､P<0.001の危
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険率で正の相関 (年齢が高 くなるに従う順位相関)

が認められる指標は保健行動,視機能低下,既往

歴体験,現病歴体験で､負の相関 (年齢が低くな

るに従う順位相関)は胃腸自覚症状で認められた｡

P<0.01での正の相関は飲酒習慣で､負の相関で

は抑うつ症状でそれぞれ認められた｡

つぎに､所属部局との相関を検討する｡ここで

は工務局を名義尺度とし､工務局を名義尺度とし､

工務局と他の部局とを間隔尺度化して検討をした｡

Pく0.001の危険率で正の相関 (工務局に有意に

高い相関)が認められる指標は､視機能低下感,



背腰部自覚症状であった｡P<0.01での正の相関 低い相関)はタイプA行動傾向で認められた｡

は頭肩腕自覚症状で､負の相関 (工務局に有意に

付表.1-12 1986年一般健康定期診断 (春季 )資料の相関分析指標投入件数

指 標 (1986年) 人 数 割 合 備 考
(男,N-777) 人 %

1.年齢 T 平均年齢 43.8 ～39-228,40-49-370,50---179

2.工務局 (熟練労働者) 177 22.8 16項 目マルチ3.保健行動 T
4.タイプA行動傾向 T 7項 目マルチ

5.飲酒習慣 T 341 43.9 毎日の飲酒者

6.輿煙習慣 T 364 46.8 毎日20本以上の喫煙者得点による6項 目マルチ5項目マルチ

7二疲労感 T 210 31ー8

8.蓄積疲労感 T

9.精神的ストレス感 T 168 21.6

10.抑 うつ症伏 T

ll.精神的疲労感 T 175 22,5

12.身体的疲労感 T 196 25.2

13.視捺能低下感 T 84 10.8

14.胃腸自覚症伏 T

15.空自肩腕自覚症伏 T 2項 目マルチ

16._背腰部自覚症伏 T 2項目マルチ

17.自覚症伏多愁訴傾向 T 45項 目マルチ

18.既往歴体験 55項目マルチ

付表.1-13 属性 ･保健行動 :自覚症状指標の相関分析マトリックス

指 標 (1986年) 1.年 齢 T 2.工 務 局 3.保健行動 4.タイプA

1. 年齢 T 1.0000 -0.0182 0.1580** 0.0387
2.工務局 (熟練労働者) -0.0182 1,0000 0.0622 -0.0817*
3. 保健行動 T 0.1580** 0.0622 1.0000 0.2422**
4. タイプA行動傾向 T 0.0387 -0.0817* 0.2422** 1.0000
5_飲酒習慣 T 0.0963* 0.0500 0.0941* 0.1742**
6. 契煙習慣 T 0.0131 ~ 0.0180 0.0099 0.1664**
7. 疲労感 T -0.0183 0.0467 0.0042 0.1802**
8. 蓄積疲労感 T 0.0094 0.0227 0.1720** 0.0833*
9. 精神的ストレス感 T -0.0148 -0.0709 0.0168 0.2411**
10.抑 うつ症状 T -0.0913* -0.0004 0.0089 0.2209**
ll.精神的疲労感 T -0.0305 -0.0318 0.0201 0.2218**
12.身体的疲労感 T -0.0051 0.0147 0.0048 0.2279**
13.視機能低下感T 0.1401** 0.1261** 0.1005* 0.1889**

14.胃腸自覚症状 T -0.1214*f 0.0142 0.0151 0.1996**
15.頚肩腕自覚症状 T 0.0184 0∴1056* 0.0491 0.2034* *
16.背腰部自覚症状 T 0.0130 0.1190** 0.0337 0.1899**
17.自覚症状多愁訴傾向 T -0.0082 0.0459 0.0575 0.3074**
18.既往歴体験 0.2010** 0.0512 0.9007** 0.3975**
19.現病歴体験 0.1615** 0.0542 0.2051** 0.0877*
20.共働き家族 0.0620 0.0612 -0.1459** 0.1138**

ピアソン相関係数 *P<0.01､**P<0.001
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保健行動との相関を検討する｡保健行動は付表.

1-14に示した16項目の好ましい保健行動の該当

数の多いものほど得点が高いと･した間隔尺度化し

た｡Pく0.001の危険率で正の相関が認められる

指標は年齢,タイプA行動傾向,既往歴体験,現

病歴体験,共働き家族で､負の相関は蓄積疲労傾

向に認められた｡P<0.01での正の相関は､飲酒

習慣,視機能低下感に認められた｡飲酒習慣は､

習慣を意識的にかえることの難しさを反映してい

ると思われる｡

タイプA行動傾向との相関を検討する｡タイプA

行動傾向指標は､付表.1-15に示した各項目の得

点を7項目で合計して間隔尺度化した｡P<0.001
の危険率で正の相関は認められる指標は保健行動,

飲酒習慣,喫煙習慣,疲労感,精神的ストレス感,

抑うつ症状,身体的疲労感,視校能低下,胃腸自

覚症状,頚肩腕自覚症状,背腰郡自覚症状,自覚

症状多愁訴傾向,共働き家族であった｡P<0.01

での正の相関は蓄積疲労感で認められ､負の相関

は工務局で認められた｡

付表.1-14 ｢保健行動｣指標に用いた質問項目と回答 数 (1986 年)

項 目 N-777 (100.0) ｢はい ｣の回答

1. 毎日規則正しく食事をとっている 509^ 65.5 %

2. 毎食野菜を欠かさない 392 50.5

3. 甘味の飲食物はできるだけひかえている 317 40.8

4. 塩辛いものはできるだけひかえている 253 32.6

5_ とうふ等の大豆製品をとるようにしている 431 55.5
6. タバ コは吸わないようにしている 325 41.8
7. 酒はなるべ く飲まないようにしている 187 24.1

8. 間食や夜食をひかえている 410 52.8

9. 動物性の脂肪を含んだ食品をひかえている 289 37.2

10.十分な陸眠時間をとっている 390 50.0

ll.疲労回復のために休暇 .休 日を利用している 479 61.6

12.疲労を感 じたら休息をとる 434 55.9

14._規則的に自分なりの運動をしている 238 30.6

15_歩 くなどの軽い運動をするようにしている 408 52.5

付表.1-15 ｢タイプA行動傾向｣指標に用いた質問項目と回答数 (1986年)

項 目 1. し､つもそうである 2,だいたいそうである 3. ときどきそうである :4.獲)つたにそんなことはな
N-777 (16'0.0) (5点) (4点) (1点) い(0点)

1. 自分の話したいことを急いで話そうとした ^ %15 1.9 ^ %97 12.5 ^ %27134.9 ^ %36246.6
り､話したくなると一気にしゃべらずにはい

られない 117 15.1 238 30.6 19124.6 20125.92. 歩いたり､食べたりするのが速い
3. 人と話すとき､急がさずにはいられない 16 2.1 84 10.8 20926.9 43856.4

4. 道路で渋滞した り､列で並はされた.り､飲 82 10_6 181 23.3 30138.7 190 24.5
食店で席が空くのを待たされたりすると､イ

ライラする 48 6.232 4.1 140 18.09 12.5 326 42.0307 39.6 234 30.131340.3

5. 自分なら速くできる仕事を､他の人がのろ
のろやつているのを見ると､イラだつ
-6. -度に二つのことをやろうとする
7. 数日間 (数時間でさえ)休んだり､何もし 8 11.5 210 27.0 222 28.6 222 28.6

N.Aを掲載していないため､卯ま100.0にならない｡

- 62-



付.1.7, 疲労関連指標とその他の指標との相関

分析

付表.116に86年資料による疲労関係指際と他指標

の欄 分析を示した｡なお､自覚症状多愁訴傾向指標

は､付表.1-2- 5に示した問診用質問票の45項

目に対して ｢はい｣と回答した項目数の多さを間

隔尺度化して検討した｡

これにより蓄積疲労傾向との相関を検討する｡

蓄積疲労傾向指標は､付表.1-17に示した回答項

目に得点を与え､蓄積疲労の度合いが強いとする

回答が高い得点となる間隔尺度とした｡P<0.Col
の危険率で正の相関が認められる指標は､疲労感,

精神的ストレス感,抑うつ症状,精神的疲労感,

身体的疲労感,視校能低下感,胃腸自覚症状,頚

肩腕自覚症状,背腰部自覚症状,自覚症状多愁訴

傾向に､負の相関では保健行軌 既往歴体験で認

められた｡P<0.01での正の相関は､タイプA行

動傾向に認められた｡

付表.1-16 疲労関係指標と他指標の相関分析マトリックス

指 標 (1986年) 8.苔 . 置 9.精 神 的 ll.精 神 的 12.身 体 的
疲 労 感 ス トレス感 疲 労 感 疲 労 感

1. 年齢T 0.0094 -0.0148 0.0305 0.0051
.2.工務局 (熟練労働者) 0.0227 -0.0709 0.0318 0.0147
3.保健行動T -0.1720** 0.0168 0.0201 0.0048
4. タイプA行動傾向T 0.0833* 0.2441** 0.2218** 0.2279**
5_ 飲酒習慣 T -0.0108 0.0999* 0.1063** 0.0945*
6. 契煙習慣 T 0.0685 0.1250** 0.0517 0.1085**
7. 疲労感 T 0.3779** 0.3641* * 0.■4242** 0.6405**
8. 著積疲労感T 1.0000 0.2383** 0ー2550** 0.3330**
9, 精神的ストレス感 T 0.2383** 1.0000 0.6196** 0.4194**
10.抑 うつ症状T 0.3233** 0.4955** 0.4900** 0.4442**
ll.精神的疲労感 T 0.2550** 0.6196** 1.0000 0.4488**
12.身体的疲労感 T 0.3330** 0.4194** 0.4488** 1.0000
13.視機能低下感 T 0.1896** 0.2271** 0.2136** 0.2431**
14.胃腸自覚症状 T 0.2286** 0.3046** 0.3579** 0.3287**
15_頚肩腕自覚症状 T 0.2921** 0.2788** 0.2931** 0.3781**
16.背腰物自覚症状 T 0.2318** 0.1395** 0.1645** 0.2133**
17.自覚症状多愁訴傾向T 0ー4151** 0.5634** 0,5925** 0.6389**
18.既往歴体験 -0ー2186** 0.0612 0.0437 0.0282
19.現病歴体験 0.0196 0.0775* 0.0984* 0.0660 .

ピアソン相関係数 *p<0.01､**P<0.001

つぎに､精神的ストレス感との相関を検討する｡

精神的ストレス感指標は付表.1-2の設問10で ｢は

い｣と回答したものを名義尺度として､それ以外

のものとの間隔尺度化して分析に用いた｡P<3.001

の危険率で正の相関が認められる指標は､タイプ

A行動傾向,喫煙習慣,疲労感,蓄積疲労感,抑

うつ症状,精神的疲労感,身体的疲労感,視機能

低下感,胃腸自覚症状,団扇腕自覚症状,背腰部

自覚症状多愁訴傾向であった｡Pく0.01での正の

相関は､飲酒習慣,現病歴体験に認められた｡

つづいて､精神的疲労感との相関を検討する｡

精神的疲労感指標は付表.1-2の設問11で ｢はい｣

と回答したものを名義尺度とし､それ以外のもの

との間隔尺度化して用いた｡P< 0.001の危険率

で正の相関が認められる指標は､タイプA行動傾

向,飲酒習慣,疲労感,蓄積疲労感,精神的スト

レス感,抑うつ症状,身体的疲労感,視機能低下

感,胃腸自覚症状,頚肩腕自覚症状,背腰部自覚

症状多愁訴傾向であった｡P<0.01での正の相関

は､現病歴体験に認められた｡

さらに､身体的疲労感との相関を検討する｡精

神的疲労感指標は付表.1-2の設問12で ｢はい｣

と回答したものを名義尺度とし､それ以外のもと

の間隔尺度化して検討した｡ P<0.001の危険率
で正の相関が認められる指標は､タイプA行動傾

向,疲労感,蓄積疲労感,精神的ストレス感,抑
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うつ症状,精神的疲労感,視機能低下感､胃腸自

覚症状,頚肩腕自覚症状,背腰部自覚症状多愁訴

傾向であった｡P<0.01での正の相関は､飲酒習

慣に認められた｡

付表.1-17 ｢蓄積疲労傾向｣指標に用いた質問項目と回答数 (1986年)
項 目 N-777 (100.0) 回答数 割 合

1.-晩睡眠をとれば大体回復する 人360 946.3
2.翌朝に前日の疲れをもちこすことがときどきある 285 36.7
3. 翌朝に前日の疲れをもちこすことがよくある 79 10.2
4. 翌朝に前日の疲れをもちこすことがいつもある 28 3,6

付.1.8. 検査成績と諸指標との相関分析

付表.1-18に､82年と86年のデータを使い諸指

標との相関分析をおこなった｡

まず､背筋力指標について検討する｡背筋力指

標は比尺度である｡背筋力測定は､測定行為で腰

痛を惹起する事故が多いため健診のたびに測定し

ているものでない｡最近では､82年のデータが記

録されていたのでこれを使用した｡背筋力は､提

力と正の相関 (P<0.001)が認められ､年齢と
頚肩腕症状指標とは負の相関 (P<0.001)が認

められた｡また､多愁訴傾向ともPく0.01の水準

の負の相関が認められた｡さらに､飲酒習慣とも

P<0,001の水準で正の相関が認められた｡

次いで､提力指標についてみてみる｡_担力指標

付表.1-18 年次別 ･検査データと指標の相関分析マトリ･･/クス

指 標 (1986年) 1. 背 筋 力 2.撞 力 3. T C 値 4. GOT値
(1982年) (1986年) (1986年) (1986年)

1.年齢 T -0.2513** -0.1082* 0.2155** 0.1009*
-2. 背筋力 (1982年) T 1,0000 0.6693** 0.0534 0.0054
3. 握力 (86年) T 0.6693** 1.0000 0.0564 -0.(氾28
4. 握力 (82年) T- 0.7019** 0.7754** 0.0292 -0.0172
5. 握力 (76年) T 0.7189** 0.8166** 0.0269 -0.0222
6. TC値 (86年) T 0.0534 0.0564 1.0000 0.0312
7. TC値 (76年) T 0.0218 0.0510 0.7867** -0_0021
8. GOT値 (86年) I 0.0054 -0.0028 -0.0312 1.0000
9. GOT値 (82年) I 0.0019 0.0185 0.0292 0.3510**
10.GOT値 (76年) T -0.0068 -0.0136 0.0311 0.5845**

ll.疲労感 (86年)T -0.0001 -0.0743 -0.0771 -0.0018
12.精神ストレス感 (86年)I -0.0291 -0.0375 0.0313 -0.(氾39
13.多愁訴傾向 (86年) T 0.0178 -0.0875* -0.0152 -0.0026
14.多愁訴傾向 (82年) I -0.1029* -0.0334 0.0415 -0.0204
15.胃腸症状 (86年) I 0.0259 -0.0157 -0.0590 -0.0097
16.頚肩腕症状 (86年) I 0.0091 -0.0385 0.0074 -0.0742
17.頚肩腕症状 (82年) T -0.1354** -0.0586 0.0055 -0.0307
18.背腰部症状 (86年) T 0.0253 -0.0049 -0.0264 -0.0585
19.背腰部症状 (82年) I -0.0507 0.0228 0.α)36 -0.0197
20.飲酒習慣 (86年) 0.1352** 0.1356** -0.0010 0.2037**
21.契煙習慣 (86年) 0.0599 0.1001* -0.0495 0.0212

ピアソン相関係数 *P<0.01､**Pく0.001
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は､86年値を比尺度として用いた｡背筋力との正

の相関を認めることは､さきに述べた｡握力指標

においても､飲酒習慣ともP<0.001の水準で正
の相関が認められた｡多愁訴傾向指標とは､P<

0.01の水準の負の相関が認められた｡

つづいて､総コレステロール(TC)値について

みる｡総コレステロール指標は､比尺度とし86年

値を用いた｡年齢および76年の総コレステロール

(TC)値とP<0.001の水準で正の相関が認めら
れた｡これは､加齢とともに TC値は高くなり､

かつ10年前に高い者はやはり高い傾向のあること

が示唆された｡

肝機能の指標として､86年の GOT値を用いた｡

GOT82年値,GOT76年債および飲酒習慣とP<

0.01の水準で正の相関がみとめられた｡年齢とは､

P<0.01の水準で正の木田日がみとめられた｡10年前に

高い者はやはり10年後も高い傾向にあり､飲酒習

慣のある者に高い GOT値のものが多く､加齢に

ゆるく従うことが示唆された｡

表･2.F技術革新下における労働生活と健康に関す
る調査』 (1985)の結果

付.2.1.労働生活の変化

｢あなたの従事している仕事について､最近ど

のように感じますか｣の設問に対する自己評価の

所属職別の結果を付表.2- 1に示した｡全体では､

｢らくになった｣が､ 5.7%､ ｢わからない｣が

60.0%､ ｢きつくなった｣が28.3%であった｡｢き

つくなった｣と回答したものは､ ｢販売 ･事業 ･

出版｣が最も高く39.6%で､次いで ｢工務局｣が

23･8%であった｡ ｢わからない｣と回答したもの

が最も多いのは､ ｢編集局｣であった｡

付表.2-1 仕事上のできごとをどう感じているか-その1

所 属 部 局 N朗) 1. らくになった 2.かまつらない 3. きつくなった 4. N A

o 全 体 人 ¢ 人 ¢ 人 位 人 ¢ ^ %453 100.0 26 5.7 272 60.0 128 28.3 27 6.0

1. 工 務 局 159 100.0 11 6.9 99 62.3 38 23.9 11 6.9

2.編 集 局 65 100.0 2 3.1 47 72.3 12 18.5 4 6.2

3. 販売 .事業 .出版 169 100.0 7 4.1 87 51.5 67 39.6 8 4.7

｢あなたの従事している仕事について､最近2

年間ぐらいに､つぎのようなことがありましたか｣

との設問に対する回答状況を､付表.2-2に示し

た｡53.4%の者が､ ｢従来とほとんどかわらない｣

と回答した｡変化の内容としては､ ｢人手が少な

くなってきた｣と回答したものが最も多 く､48.6

%であった｡｢年休が消化しにくくなってきた｣
と感じている者が39.3%､ ｢仕事の能率があがる

ようになってきた｣とする者が36.0%､ ｢仕事上

の精神ストレスが強くなってきた｣と感じている

者が35.1%､ ｢仕事上の疲労感が強くなってきた｣

と感じている者が32.5%であった｡ ｢仕事のの流

れや作業内容が大きくかわった｣とする者が34.7

%､ ｢新しい機械の導入があった｣は 33.1%､

｢新しいシステムの導入があった｣は30.5%であ

った｡

付表.2-3に､職場別の労働生活の変化の認識

状況を示した｡これをみると､この2年間に最も

大きく労働が変化していると感じているのは､工

務局に所属している老たちであった｡工務局の人達

は､ ｢新しい機械の導入があった｣が46.5%､ ｢新

しいシステムの導入があった｣が49.1%､ ｢仕事の

の流れや作業内容が大きくかわった｣が 48.4%､

｢単調 ･反復 ･定型的な仕事が多くなってきた｣が

34.6%､と回答した｡しかし､ ｢仕事上の精神ス

トレスが強 くなってきた｣と感じている者や ｢仕

事上の疲労感が強くなってきた｣と感じている者が

最も多いのは､販売 ･事業 ･出版の職場であった｡
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付表.2-2 仕事上のできごとをどう感じているか-その2(全体 )

項 目 N-453(100.0) は い し､し､ズ_ N.A

1. 新しい摸城の導入があった ^ @ 人 位 ^ %150 33.1 272 60.0 31 6.8

2. 新しいシステムの導入があった 138 30.5 285 62.9 30 6.6

3. 仕事の流れや作業内容が大きくかわつてきた 157 34.7 260 57.4 36 7.9

4.仕事の能率があがるようになってきた 163 36.0 230 50.8 60 13.2

5. 仕事のや り方が複雑になってきた 142 31.3 254 56.1 57 12.6

6. 蛍調 .反復 .定型的な仕事が多くなってきた 113 24.9 267 58.9 73 16.1

7. 残業が多くなってきた 120 26,5 258 57.0 75 16.6

8. 以前と全 くちがつた仕事になった 97 21.4 302 66.7 54 11.9

9. 人手が少なくなってきた 220 48.6 169 37.3 64 14.1

10.年休が消化しにくくなってきた 178 39.3 210 46.4 65 14.3

ll.仕事上の精神的ストレスが強くなってきた 159 35.1 239 52.8 55 12.1

12.仕事上の疲労感が強くなってきた 147 32.5 249 55.0 57 12.6

付表.2-3 仕事上のできごとをどう感じているか - その2(職場別 )

項 目 1. 工務局 2. 編集局 3.販売 .事業.出版(N- 169) 4.経理 .総務 .也(N- 53)(｢はい｣回答のみ) (N- 159) (N- 60)

1. 新しい機械の導入があった 74 14 48 1246.5 21.5 28.4 22.6

2.新しいシステムの導入があった 78 9 36 1349.1 13.8 21.3 24.5
3. 仕事の流れや作業内容が 77 12 52 14

大きくかわつてきた 48;4 18.5 30.8 26.4
4. 仕事の能率があがるように 68 15 66 14

なってきた 42.8 23.1 39.1 26.4

5. 仕事のや り方が複雑になってきた 46 14 67 1328.9 21.5 39.6 24.5
6.単調 .反復 .定型的な 55 7.. 38 ll

仕事が多くなってきた 34.6 10.8 22.5 20.8

7. 残業が多 くなってきた○ 30 19 60 ll18.9 29.2 35.5 20.8

8. 以前と全くちがつた仕事になった 43 9 35 927.0 13.8 20.7 17.0

9. 人手が少なくなってきた 82 23 88 2451.6 35.4 52.1 45.3

10.年休が消化しにくくなってきた○ 54 20 87 1734.0 30.8 51.5 32.1
ll.仕事上の精神的ス トレスが 52 17 70 19

強 くなってきた 32.7 26.2 41.4 35.8

12.仕事上の疲労感が強 くなってきた 50 14 64 1831.4 21.5 37.9 34.0

13.従釆とほとんどかわらない 82 36 85 35

上段 :人, 下段 :%
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付.2.2.労働疲労感

付表.2-4に､ ｢近頃ふだんの仕事や仕事以外

で､つぎのようなつかれを感じますか｣との設問

に対する回答結果を示した｡ ｢仕事で神経や感覚

器の疲れがひどいと思う｣者が26.0%､ ｢仕事で

精神的にひどく疲れると思う｣者が21.6%であっ

た｡｢仕事の姿勢で疲れがひどいと思う｣者は9.9

%､ ｢仕事の動作で疲れがひどいと思う｣者は9.1

%であった｡また､ ｢家庭の問題で精神的に疲れ

がひどいと思う｣者は､2.4.%であった｡

付表.2- 5に､所属職場別の疲労感について示

した｡ ｢仕事の姿勢で疲れがひどいと思う｣者が

最も多いのは､工務局で 15.1%であった｡ ｢仕事

の動作で疲れがひどいと思う｣者が最も多いのは､

工務局で14.5%であった｡｢仕事で神経や感覚器

の疲れがひどいと思う｣者が最も多いのは､工務

局で35･8%であった｡｢仕事で精神的にひど.く疲

れると思う｣者が最も多いのは､販売 ･事業 ･出

版で30.8%であった｡工務局の疲労感は､他の部

局に比較して特異的な結果をみせていることは注

目に値する｡

付表.2-4 疲労をどのように感じているか 一 全体

項 目 思 う 思わない -ど ち ら N.A
男 .N-453(loo.0) でもない

1.仕事の姿勢で疲れが 45 272 119 17.
ひどいと思いますか 9.9 60.0 26.3 3,8

2. 仕事の動作で疲れが 41 287 107 18.
ひどいと思いますか 9.1 63.7 23.6 4.0

3.仕事で神経や感覚器の疲れが 118 198 121 16
ひどいと思いますか 26.0 43.7 26.7 3.5

4,仕事で精神的に 98 201 137 17
ひどく_疲れると思いますか 21.6 44.4 30.2 3.8

5.家事や育児で疲れが ll 340 56 46
ひどいと思いますか 2.4 75.1 12.4 10.2

6_家庭の問題で精神的に疲れが 18 342 76 17

上段 :人, 下段 :%

付表.215 疲労をどのように感L:ているか-職場別

項 目 1.工 務 局 2.編 集 局 3. 販 売 .事業 .出版(N-169) 4. 経 理 .総 務 .也(N-53)男 .(｢思う｣の回答のみ ) (N-159) (N-65)

1.仕事の婁勢で疲れが 24 3 14 3
ひどいと思いますか 15.1 ･4.6 8.3 5.7

2. 仕事の動作で疲れが . 23 3 12 2
ひどいと思いますか 14.5 4.6 7.1 3.8

3. 仕事で神経や感覚器の疲れが 57 10 38 12
ひどいと思し､ますか 35.8 15_4 22.5 22.6

4. 仕事で精神的に 27 8. 52 10
ひどく疲れると思いますか 17.0 12.3 30.8 18.9

5. 家事や育児で 4 1 5 1.
ひどいと思いますか○ 2.5 1.5 3,0 1.9

6. 家庭の問題で精神的に疲れが 3 3 10 2.
ひどいと思し､ますか 1.9 4.6 5.9 3.8

上段 :人､ 下段 :%
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付.2.3.健康自己評価 ･疲労感と他指標との相

関分析

付表.2-6に､相関分析に用いた諸指標の投入

条件およびサンプル数を示した｡年齢指標は､40

歳以上の279人 (61.6%)を名義尺度とし､その

他との間隔尺度化して検討した｡健康状態良好感

指標は ｢近頃の体調をどう感じていますか｣の設

問に ｢健康である｣と回答した126人 (27.8%)

を､健康状態不良感は ｢やや思わしくない｣ ｢思

わしくない｣と回答した57人 (12.6%)をそれ

ぞれ名義尺度とし､その他との間隔尺度化して相

関を検討をした｡疲労感,蓄積疲労感,自覚症状

多愁訴傾向,タイプA行動傾向,輿煙習慣の各指

標は付表.1.12で用いた指標と同じである｡｢日常生

活のいらいら｣指標は､付表.2-7に示した14項

目に ｢大いにそうである｣と回答した項目数を得

点として間隔尺度化した｡業務負担感指標は､付

表.2-2の項目の1-12に ｢仕事の能率が悪くな

った｣の設問を加えた13項目に ｢はい｣と回答し

た項目数を得点として間隔尺度とした｡ ｢好まし

い保健行動｣指標は付表.11･14の項目の ｢はい｣

付表.2-6 指標に用いたサンプル数

回答とセルフケア-行動をとっているものを加え

て得点化し､間隔尺度とした｡ ｢マイナス保健行

動｣指標は付表.卜14の項目の ｢いいえ｣と回答

した項目数を得点化し､間隔尺度とした｡ ｢医 ･

薬依存行動｣指標は､ ｢風邪をひいたと思ったと

き｣に ｢売薬を飲むなどして自分で治そうとする

ほうだ｣ ｢すぐ医者にみてもらうほうだ｣と回答

した者を名義尺度とし､その他との間隔尺度化し

て分析した｡その他の指標は､付表.2-6に示し

た基準で間隔尺度を作成して分析に用いた｡

付表.2-8により｢健康自己評価｣および ｢疲

労感｣と諸指標との相関関係を概観してみる｡

まず､ ｢健康自己評価｣からみる｡健康状態良

好感の指標とP<0.001の有意性をもって負の相

関が認められた指標は､健康状態不良感,疲労感,

多愁訴傾向, ｢日常生活のいらいら｣の各指標と

であった｡P<0.01の有意性で負の相関が認めら

れたのは､蓄積疲労感であった｡健康不良感の指

標では､P<0.001で正の相関が認められたのは､

疲労感,多愁訴傾向, ｢日常生活のいらいら｣で､

負の相関は健康良好感であった｡Pく0.01で正の

相関が認められたのは､業務負担感であった｡

指 標 (1985年 ) 人数 割合 備 考
(N=453.男) 人 gu

1. 年 齢 T 279 61.6 40歳1-6マルチ1-31マ′レチ

2.健康状態良好感 T 126 27.8

3.健康状態不良感 T 57 12.6

4.疲労感 T 453

5.蓄積疲労感T 78 17.2

6, 日常症状多愁訴傾向 453

7.-日常生活のいらいらT 453 1-14マルチ

8. 業務負担感T 453 1-13マ′レチ

9. タイプA行動頓向 T 453 1-7マルチ

10.肝擬能(GOT)値T 22 4.9 40ⅠU′d137℃以上
ll.肝機能(GPT)値T 32 7.1 35ⅠU′dl37℃以上
12.総コレステロール(TC)値 T 89 19.6 220mg′dl以上
13.尿敷(UA)値 T 84 18.5 7mg′dl以上
14.尿鹿 T 43~ 9.5 +以上

15.高血圧傾向T 50 11.0 高 160mHg､ 低95mHg以上
16.高血圧境界領域 73 16.1 高139-159､低91-94nz7n
17.好ましい保健行動 453 1-18マ′レチ

18._マイナス保健行動 453 1-16マルチ20太/日以上

19.医 .薬依存行動 162 35,8
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｢疲労感｣関連をみる｡疲労感の指標ではP<

0.001の有意性で正の相関が認められた指標は､

健康状態不良感,蓄積疲労感,多愁訴傾向, ｢日

常生活のいらいら｣,業務負担感で､負の相関は

健康良好感であった｡蓄積疲労感の指標ではP<

0.001の有意性で正の相関が認められたのは､健

康不良感,疲労感,多愁訴傾向, ｢日常生活いら

いら｣であった｡P<0.01の水準で正の相関が認

められたのは業務負担感で､負の相関は健康不良

感で認められた｡

ここで注目されるのは､健康良状態良好感､健

康状態不良感､疲労感､蓄積疲労感のいずれの指

標も､肝機能値高異常値､高コレステロール値､

高尿酸値､尿酸､高血圧の指標と有意性のある相

関が認められなかったことである｡

付表.2-7 ｢日常生活のいらいら｣指掛 こ用いた質問項目と回答数

項 目 男 ･N- 453(100.0 ) ｢大いにそうである｣[司答

1. 自分の将来のことで悩んでし､る

2. 家族の将来のことで悩んでし､る

3. 自分の健康が気になる

4. 家族の健康が気になる

5. 家計の出費がかさんで負担を感じる

6. 借金やローンをかかえて苦しい

7. 職場の人とうまくやっていけない

8. 家族とうまくやっていけない

9. 生きがいがもてない

10.定年後の生活に不安を感じる

ll.コンピューターなどの新しい楼概についていけない

12.仕事の量が多すぎて負担を感じる

13.いまの仕事がすきでない

14.朝夕のラッシュ遠距離通勤に負担を感 じる

人5

2

4

へU
6

4

7

1

8

5

1

7

3

3

4

3

6

8

3

8

7

2

1

1

4

1

令9
1

1

7

0

5

5

2

8

6

6

8

9

5

9

7

4

7

0

8

1

0

1

6

4

3

2

9

1

1

3

1

1

付表.2-8 健康感 ･疲労感と他指標との相関分析マトリックス

指 標(1985年 ) 1. 健康状態 2. 健康状態 3. 疲労感 T 4. 蓄 積
( N -453) 良 好 感 不 良 療 疲労感 T

1.年 齢 T 0.0648 -0.0699 -0.0923 0.0717

2. 健康状態良好感 1.0000 -0.2355** -0.1745** -0.1265*

3, 健康状態不良感 -0.2355*+ 1.0000 0.2947** 0.2677**

4. 疲労感 T -0.1745** 0.2947** 1.0000 0.3631**

5. 蓄積疲労感T -0.1265*- 0_2677** 0.3631** 1.0000

6. 自覚症状多愁訴傾向 -0.3359** 0.4107** 0.3286** 0.3722**

7. 日常生活のいらいらT -0.1610** 0ー1904** 0.3575** 0.1975**

8. 業務負担感T -0.0829 0.1223* 0.3290** 0.1421*

9.-タイプA行動傾向T -0.0917 0.0271 0.0933 0.0236

10_肝楼能(GOT)値 T -0.0027 -0.0548 -0.0361 0.0058

ll.肝機能(GPT)値T -0.0173 0.0253 -0.0177 0.0340

12.総コレステロール(TC)値 T1 -0.0466 -0.0033 -0.0289 0.0247

13.尿酸(UA)値 T 0.0207 0.0416 0.0569 0.0682

14.尿糖 T -0.0834 -0.0093 -0.0677 0.0318

15.高血圧傾向T -0ー0274 0.0488 -0.0565 -0.0303

ピアソン相関係数 *P<0.01､ **Pく0.001
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付.2.4.保健行動と他指標との相関分析

付表.2-9に､保健行動と諸指標との相関マト

リックスを示した｡

｢好ましい保健行動｣の指標とP<0.001の有

意性で負の相関が認められたのが､蓄積疲労であ

った｡P<0.01で正の相関がいえたのは､健康良

状態良好感と高血圧境界領域であった｡ ｢マイナ

ス保健行動｣でP<0.001の正の相関がいえるの

は､蓄積疲労感と多愁訴傾向の指標とであった｡

P<0･01の水準で正の相関は疲労感,タイプA行

動傾向で､負の相関は年齢,尿糖,高血圧童界領

域の指標であった｡

｢医 ･薬依存行動｣の指標でPく0.001の水準

で正の相関が認められたのは､蓄積疲労感とだけ

であった｡

喫煙習慣は､噂好に対する保健行動をみる指標

として用いた｡この指標でP<0.001水準で正の

相関が認められたのは多愁訴傾向指標とであり､

P<0.01水準の正の相関は疲労感指標とであった｡

ここで特徴的なのは､次のことである｡尿糖が

でているものはとくに ｢好ましい保健行動｣をと

っているとはいえないが､ ｢マイナス保健行動｣

をとる傾向は有意に低 く､糖尿病を心配している

ことを､行動面から読み取れた｡高血圧のものは､

｢好ましい保健行動｣とるでもなく｢マイナス保

健行動｣が多いわけでもない｡しかし､高血圧境

界領域にあるものは､ ｢好ましい保健行動｣をと

るものが有意 (P<0.01)に高く､かつ ｢マイナ

ス保健行動｣も有意 (P<0.01)に低い｡これは､

高血圧童界領域にあるものは､血圧のコントロー

ルに努力をしている傾向と読み取ることができた｡

肝楼能値高異常値､高コレステロール値､高尿酸

値は､保健行動との相関が認められなかった｡

付表.2-9 保健行動と他指標との相関分析マトリックス

-指 標(1985年 ) 1.好ましい 2. マイナス 3. 医 .秦 4. 喫煙行動
( N -453) 保健行動 保健行動 -依存行動

1.年 齢 T 0.0911 -0.1198* 0.0305 -0ー0910

2.健康状態良好感 0.1097* -0.0827 -0.0417 0.0092 p

3. 健康状態不良感 0.0172 0.0300 -0.0470 0.0548

4.疲労感 T -0.0594 0.1229* 0.0263 0.1125*
5. 蓄積疲労感 T -0.1773** 0.1916** 0.1599** 0.0696

6. 日登症状多愁訴傾向 -0.0875 0.1476** 0.0926 0.1791**

7. 日常生活のいらいらT 0.0005 0.1376* 0.0528 0.0470

8, 業務負担感T 0.0127 . 0.0042 0.0528 -0.0306

9. タイプA行動頓向T 0.0774 0.1226* 0.0103 ■0.0656
10ー肝機能(GOT)値 T 0.0188 -0.0560 0.0243 -0.0128

ll.肝楼能(GPT)値 T -0.0220 -0.0323 0.0460 -0.0345

12.総コレステロール(TC)債 T 0.0045 -0.0596 -0.0323 -0.0213

13.尿酸(ーUA)値 T -0.0713 0.0370 0.0232 -0.0654

14.尿糖 T 0.0668 -0.1223* 0ー0255 -0.0728~

15.高血圧傾向T 0.0058 -0.0623 -0.0570 -0.0737

ピアソン相関係数 *P<0.01､ **P<0.001

付.2.5.健康状態自己評価 ･疲労感 ･検査成績

の職場間の相関分析

労働面では､職場間の差が確認されたが､健康

状態自己評価 ･疲労感 ･検査成績に職場間の差が

あるのかどうかを検討した｡付表.2-10に､それ
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を示した｡鉛暴露体験者指標を追加してある｡鉛

暴露体験指標は､ ｢入社後､いわゆる鉛作業およ

び鉛関連職場での労働に従事した期間がある｣と

回答した老 (181人-40.0%) を名義尺度とし､

その他のものとの間隔尺度化して分析した｡

工務局では､有意水準P<0.001で業務負担感



と鉛暴露体験が他職場より高 く､タイプA行動傾

向が他職場に比較 して低いことが認められた｡編

集局では､有意水準P<0.001で業務負担感が他
職場より低 く､有意水準P<0.01でタイプA行動

傾向が他職場に比較 して高いことが認められた｡

販売 ･事業 ･出版の職場では､有意水準P<0･01でタ

イブA行動煩向が他職場より高いことが認められた｡

また､販売 ･事業 ･出版 と経理 ･総務 ･他の職場

では､有意水準 P<0.001で､鉛暴露体験が他職

場より低いことが認められた｡

その他の指標では､職場間の有意差は確認され

なかった｡

付表.2-10 各指標と所属部局別の相関分析マ トリI./クス

指 標 (1985年 ) 1. 工 務 局(N -159) 2. 編 集 局(N =65) 2. 販売 .事莱 .出 版(N -169) 4. 経理 .総杏 .也(N -53)

1, 年 齢 T -0_0278 0.0514 -0.0477 0.0484

2. 健康状態良好感 -0.0023 0.0129 0.0305 -0.0535

3. 健康状態不良感 0.0431 -0.0793 0.0239 -0.0009

4. 疲労感 T 0.0870 -0.1059 0.0296 -0.0631

5. 蓄積疲労感 T -0.0291 -0.0366 0.0713 -0.0114

6. 自覚症状多愁訴憤向 -0.0475 -0.0071 0.0025 0.0778

7. 日常生活のいらいらT -0.0113 -0.0614 0.0436 0.0230

8. 業務負担感 T 0.1821** -0.1928** 0.0319 -0.0949

9. タイプA行動頓向 T -0.2023** 0.1198* 0.1114* 0.0270

10.肝楼能(GOT)値 T 0.1136* -0.0339 -0.0893 -0.0225

ll.肝機能(GPT)値 T 0.0500 -0.0145 -0.0523 0.0012

12.総コレステロール(TC)値 T -0,1075 0.0195 0.0896 -0.0169

13.尿酸 (.UA)値 T 0_0895 -0.0495 -0.0392 -0.0772

14.尿糖 T -0.0330 0.0178 -0.0162 0.0614

15.高血圧傾向 -0.0526 0.0276 -0.0314 0.1020

16_高血圧境界領域 0_0366 -0.0204 -0.0052 -0_0287

ピ7ソソ相関係数 *Pく0.01､ **P<0.001
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